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概 要  
縛られた価値観から脱皮し創意工夫を伴う働き方は、イノベーションの源泉になりうる大きな要素
だと信じている。自由度の高い新しい働き方を取り入れた組織において、制度による葛藤や戸惑いはあ
りながらも、個人は集中力と創造性を高め、生産性向上を図ろうとする。  
本研究を通じて、「働き方改革」は現場の生産性にどのような影響をもたらすのか、を明らかにする。
広義の意味での生産性には、創造性や効率化などの重要な要素も多分に含まれるはずだ。  
働き方改革に関する研究は、女性活躍推進という社会的な流れと相まって、「ワークライフバランス」
そして育児や介護と仕事の両立など数多くの調査や事例が見られる。しかし、先行研究のときから世の
中は進んで、新しい制度に基づく今までにない働き方のスタイルが求められている。「ダイバーシティ」
のもとに、男女というよりも価値観やライフスタイルで個人をグルーピングする時代が到来している。  
本研究における新規性として＜働く場所の自由度＞に着目する。新しい働き方の「鍵」となり、現
場に密に関わる働く場所に焦点を当てることが重要であると考えた。＜働く場所の自由度＞がどのよう
に生産性に繋がるかを検証する。  
ヤフー社という個別企業で行われている施策を本研究の出発点とした。代表的な３つの制度＜在宅
ワーク（テレワーク）、コワーキング（協業）スペース、フリーアドレス（固定席なし）＞に注目して、
研究対象に広がりを持たせることとした。そのようにすることで、個別企業を超え、様々な組織で新し
い働き方をしている人々が、どのような意識で生産性に目を向けているのかを明らかにできると考えた。 
本研究の仮説として、「新しい働き方は現場の生産性の向上に繋がる」と考えた。仮説を検証するた
め、特に働く場所に関する施策を対象に、様々な組織で働く人の「生の声」を取り入れながら、質的・
量的アプローチに基づいて分析・考察を行った。  
その結果、目的・仮説として挙げた、「働き方改革が現場の生産性に良い影響をもたらす」というこ
とが証明された。すべての制度において、個人としては集中することが可能で、生産性や効率が向上す
ることが証明された。在宅ワーク（テレワーク）で家やお気に入りの場所で仕事を行う最大の利点は、
集中しやすいということである。また、コワーキングスペースやフリーアドレスの環境でも、やはり集
中が可能で生産性が上がるということが明らかになった。  
しかし、当初は企業も期待していた、社外一般、他部署や違う職種の人たちから情報やアイデアを
得るということは、まだ生産性には十分に繋がっていないことも分かった。すなわち、普段関わりのな
い他者からの影響というよりは、あくまで個人としての生産性や創造性の向上に効果があるといえる。  
最後に、ヤフー社における「働き方改革」は、ICT 産業全体、ひいては日本全体の働き方を見直す
契機となるものである、という確信が得られた。  
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1．はじめに  
 
1.1  研究の背景・テーマ設定   
近年、我が国においては「働き方改革」への機運の高まりとともに、組織における
積極的な取組みが始まっている。企業や政府、人が主語になりながら、様々な場面で
その重要性が語られている。そして、その取り組み具合も組織によって差が大きく、
先駆的な企業においては既に新しい制度のもとに、社員は試行錯誤を繰り返している。 
今までもこれからも、企業が成長するために事業やサービスの差別化が求められる
ことは、大前提である。しかしながら、個人の働きやすさやキャリアにまで組織が「気
を配る」「お世話をする」といったことが、これからの時代には必要になってくる。  
「新しい働き方」の推進や制度は実質的に企業の PR も兼ねており、その先駆けとな
る実践企業はメディアにも取り上げられることで、そのイメージ向上に繋がっている。 
中でも、日本を拠点とする Yahoo! JAPAN（以下、ヤフー社）では他社に先駆け斬
新な制度を導入し、その取り組みは「働き方革命」の文脈の中で他社のモデルケース
となることも増えている。  
私自身が現在ヤフー社において、日々新しい働き方を実践しているという状況もあ
り、現場の目線から多くの発見や気づきを得られている。感覚的には自らが「実験台」
になりつつ、この働き方改革を体感している最中である。そのような状況だからこそ、
働く現場から生の声を届けることができると考えた。  
世の中から注目されているということは、不完全さも踏まえたうえで可能性や示唆
に富むものであると信じ、「働き方改革」を研究テーマとして取り上げるに至った。  
 
1.2  研究の目的・仮説   
本研究の目的は、「働き方改革は現場の生産性にどのような影響をもたらすのか」
を明らかにすることである。その仮説として、働く場所の自由を高める制度に基づく
「新しい働き方が現場の生産性の向上に繋がる」と考えた。広義の意味での生産性に
は、創造性や効率化などの重要な要素も多分に含まれている。また、斬新な制度のも
とに楽しく働くことが、会社に行くことのモチベーションや楽しみにもなるはずだ。
さらには、組織への愛着が沸き、企業イメージの向上にも繋がると考えた。  
社員の生産性を高めるべく、斬新な制度が設けられ様々な施策が実施されている中、
どのような効果が現れ始めているのか。アイデアが湧く、集中力があがった、リラッ
クスできるようになった、コミュニケーションが円滑になったというように、各人に
よって享受できた恩恵は種々様々かもしれない。しかし、会社全体として見たときに、
働き方改革が良い方向に進んでいるという空気が実際にある。  
そのようなヤフー社における新しい働き方が、個人にも組織にも良いものであると
検証する。そのために様々なアンケートやヒアリングを行い、社内外の「生の声」を
取り入れながら、質的・量的アプローチに基づいて分析・考察を行う。  
本研究を通じて、「働き方改革が現場の生産性に良い影響をもたらす」ということ
を証明する。  
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1.3  ヤフー社を対象とした理由  
ヤフー社を本研究の出発点とした理由は、私自身が 2012 年に転職をして今も従事し
ており、現場からの視点も加えてより深く正確な評価と提言ができると考えたからだ。 
「週休３日」「どこでもオフィス」「フリーアドレス」「新卒採用廃止」「１on１」
現在、自社において他に例のないような働き方改革が始まっている。これまで当たり
前のように信じられていた様々な慣習を廃止し、従業員のモチベーション及び企業イ
メージの向上にも繋げたいという経営者の気概がひしひしと現場にまで伝わってくる。 
通常であれば、人事総務部による制度設計や運営に対して、営業部門は受身である
ことが多いが、今回の働き方改革はいわゆる「現場」の部門も含め全社一丸となって
取り組んでいる。  
私自身、現場で事業に関わる中で、新しい働き方は生産性や創造性、効率化や収益
にどう繋がっていくのかを感じる機会が多い。そして、組織全体への効果や影響に関
して、日々期待と疑問を持ちながら業務に携わっている。  
常日頃から、縛られた価値観から脱皮し創意工夫を伴う働き方は、ヒット商品やイ
ノベーションの源泉になりうる大きな要素だと信じている。多様な働き方がアイデア
を生み出し生産性をも高めることになり、楽しく働くことが会社に行くモチベーショ
ンや親しみにも繋がっていくはずである。  
私自身がヤフー社に在籍している今だからこそ、現場で得られた多くの発見や気づ
きを「研究」という形で昇華できると考え、本研究の出発点とさせていただいた。  
 
1.4  本研究の構成・意義  
 本研究における新規性として＜働く場所の自由度＞に着目する。新しい働き方に繋
がる制度の中でも、仕事を行う場所に関するものが重要であると考えた。  
新しい働き方の「鍵」となり、多くの組織に共通する、現場に密に関わる働く場所
に焦点を当てることで、研究の汎用性を高めることにした。  
そうすることで、個別企業を超えて、様々な組織で新しい働き方をしている人々が、
どのような意識で、何を感じているのかを明らかにすることができると考えた。  
第２章では、対象企業に焦点を当てた調査を行い、第３章では、昨今の働き方改革
の現状および実態を調査する。第４章において、関連する先行研究や概念を踏まえた。 
「ワークライフバランス」や女性活躍支援の観点からの調査や研究は比較的多く見
受けられたが、働く場所に関する研究はほとんど見当たらなかった。第５章にて、ア
ンケート調査を行い、管理部門（人事・総務など）に限らず、営業活動を行う事業部
門（営業・企画など）の意見を多分に取り入れる。また、特殊な状況の社員（介護・
育児・経営陣など）だけでなく、一般社員に向けて広くアプローチを行う。さらに、
結果をもとにした統計分析を行い、第６章にて考察と結論を導き出すものとする。  
昨今の「働き方改革」への機運の高まりは社会全体を巻き込んだ大きな流れである。
世の中から注目されているということは、不完全さも踏まえたうえで可能性や示唆に
富むものであると信じている。  
ゆえに、導き出される結論や考察には多くの気づきと課題があるはずだ。それ自体
に意義があるものと捉えており、未来につながる提言として本研究の区切りとする。  
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2．対象企業の現状・調査 
 
2.1  企業概要と「爆速」改革 
月間 800 億 PV（閲覧数）を誇る国民的ポータルサイト「Yahoo! JAPAN」を運営す
る、ヤフー株式会社（本文中ではヤフー社）。主力事業は今も昔も広告ではあるが、
現在は特に幅広い領域においてサービスを拡大しており、これからも様々な分野を跨
ぐことで企業収益に繋げていくと予想される。  
 1994 年、スタンフォード大学の学生であった、ジェリー・ヤンによって、アメリカ
で産声を上げた Yahoo!。遅れること２年、1996 年に日本法人としての Yahoo! JAPAN
は誕生し、一昨年には 20 周年となる大きな節目を迎え、様々な改革が行われている。 
株主の状況【1】としては、創業からの立役者である孫正義氏が率いるソフトバンク
グループが 36.4%、アメリカのヤフ ・ーインクが 35.6%として主要な比率を占めている。
しかし、実感としては、他の外資法人と違い、アメリカ法人の影響はほぼ皆無であり、
孫正義氏の影響の方が大きいといっても過言ではない。  
 
表 1：大株主の状況 
株主名 持株数 持株比率 
ソフトバンクグループ（株） 2,071,926,400 36.4% 
YAHOO INC.：米国法人 2,025,923,000 35.6% 
SBBM（株）：ソフトバンク傘下 373,560,900 6.6% 
（出所）ヤフー株式会社 IR 情報【1】株式情報をもとに作成  
 
私自身が 2012 年に転職をして今もなお従事しており、現場からの視点も加えてより
深く正確な評価と提言ができると考えている。  
さらに、ちょうどその時、創業期から経営者として君臨していた井上雅博氏（2017
年に死去）が退陣し、第２の創業ともいえる経営陣の刷新が行われた。後任となった、
宮坂学氏のもとで６年に渡り、井上体制のときには考えられなかったような先駆的で
アグレッシブな取り組みが次々と行われている。  
そしてその大胆さと疾走感は、「爆速」というキーワードで世間に浸透することに
なり、社内外から注目を集める数多くの取り組みが実施されている。私自身が、宮坂
新体制への移行と機を同じくして転職したため、改革の道程と自分自身の社歴がちょ
うど重なっており「縁」のようなものを感じている。  
ガラパゴス的な日本独自の進化を遂げてきた Yahoo! JAPAN は ICT 業界の中でも稀
有な存在であると同時に印象的であり、この度述べさせていただくことにした。  
 
※【】内の数字は参考文献・資料・URL 番号であり、本論分末のリストに一括して、
情報元を記載させていただく。  
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2.2  経営状況・20 期連続の成長 
 2016 年度の業績を振り返ると、売上高【1】ではサービス開始以来の 20 期連続増収
を成し遂げ堅調に推移している。特にアスクル（株）を連結子会社化したことにより、
前年度比 30.9%増の 8,537 億円と大幅に伸びた。  
売上高構成【1】では、広告事業を中心としたマーケティングソリューション事業が、
前年度比 4.9%増の 716 億円と増加している。しかし、特筆すべきは、アスクルを含む
「Yahoo! ショッピング」「ヤフオク！」など e コマースを軸としたコンシューマ事業
であり、前年度比 52.4%増の 5,117 億円と飛躍的な伸びを遂げ、収益の柱となっている。  
ネットショッピング全盛の現在、会社としても主力をコンシューマ事業に位置づけ
ながらも、既存の柱である広告事業との相乗効果を狙う。このように時代の潮流にあ
わせて、強みとなる事業に焦点をあてながら、成長路線を描き続けている。  
 
図 1：売上高（2016年度） 
 
 
図 2：売上高構成（2016年度） 
 
（出所）図 1 図 2：ヤフー株式会社 IR 情報【1】プレゼンテーション資料より  
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2.3  初の減益・19 期連続の増収増益  
営業利益【1】ベースではサービス開始以来の「初の減益」となった。特にアスクル
（株）の物流センター火災により、前年度比 14.6%減の 1,920 億円になった。  
しかし、途絶えはしたものの、これまでは 19 期連続の増収増益を成し遂げており、
業界を超え国内でもトップクラスの優良企業といえる。  
 連結の損益計算書（P/L）【1】を見ても、成長市場への積極的な投資により着実に
売上を拡大させつつも、利益は災害という予期せぬ事態にて減少したことが伺える。  
 
図 3：営業利益（2016年度） 
 
（出所）図 3：ヤフー株式会社 IR 情報【1】プレゼンテーション資料より  
 
図 4：損益計算書（2015・2016年度） 単位：十億 
   
2017 年 3 月 
2016 年 3 月 
  
 
  
  
 
売上原価：373 
売上高：853 
  
 
    
 
売上原価：247 
売上高：652 
 
 販売費・管理費：277 
販売費・管理費：239  
 
企業結合再測定値：59 
 
災害損失：13 
営業利益：224  営業利益：192 
 
（出所）図 4：ヤフー株式会社 IR 情報【1】有価証券報告書をもとに作成  
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2.4  潤沢なキャッシュ・社債の発行 
キャッシュフロー【1】では、現金および現金同等物が、期末において 5,430 億円の
残となっている。カード事業にかかる資金を他と切り離し、税引前利益の計上により
1,270 億円増加している。配当金の支払いがあったものの、会社として初めての「社債
の発行」により 805 億円増加した。また、紀尾井町・新社屋移転にともなう設備投資
もあり 570 億円の減少があった。  
2016 年度における特筆すべき事項としては、ヤフー社初の「社債」の発行である。
約 6,000 億円というキャッシュリッチな企業体質ではあるが、e コマース事業において
今後更なる飛躍を遂げるためには、さらなる資金が必要であった。そのため、社債の
発行を通じて、カード事業の拡大のために資金調達を実施した。  
創業以来これまでの好業績に基づく信用により投資家から賛同も得られ、さらには
この低金利の時代にタイミングとしても非常に良い投資戦略といえる。  
 このように、潤沢なキャッシュを保有しながらも、なお「攻める」ことによって、
更なる事業の拡大と競合優位性の確立を常に目指している。  
 
図 5：キャッシュフロー（2016年度） 
 
（出所）図 5：ヤフー株式会社 IR 情報【1】プレゼンテーション資料より  
 
 
 
2.5  健全な財務体質・豊富な現預金 
 連結の貸借対照表（B/S）【1】を見ても、豊富な現預金を携え潤っている状況でも
なお、借金ともいえる社債を発行して積極的な「攻める」投資姿勢がうかがえる。  
 「金持ち企業」と東洋経済オンラインでも言及されるように【2】、実質的な手元資
金である「ネットキャッシュ」（現預金と短期有価証券の合計額から現預金と前受金
を引いたもの）は、国内上場企業においても屈指の高水準を誇る。  
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図 6：貸借対照表（2015・2016年度） 
（出所）図 6：ヤフー株式会社 IR 情報【1】有価証券報告書をもとに作成  
 
表 2：「金持ち企業」ランキング（単位：億） 
 
（出所）表 2：東洋経済オンライン 2016 年 12 月 13 日「金持ち企業」500 社【2】をもとに作成  
   
2017 年 3 月 
2016 年 3 月 
   
   
現預金：543 
営業債務および 
その他の債務：287 
現預金：449 
営業債務および 
その他の債務：270 
 
 
 
有利子負債その他：125 
有利子負債その他：92 
 
有利子負債・社債：67 
営業債権：300 
引当金・税金その他：
61  
営業債権：380 
引当金・税金その他：
49 
純資産：912 
（うち利益剰余金
827） 
 
純資産：998 
（うち利益剰余金 913） 
 
 
棚卸・その他：50 
 
棚卸・その他：41 
有形固定資産：121 
 
有形固定資産：124 
のれん：156  のれん：159 
 
無形資産：128 
 
無形資産：138 
その他金融資産：70 
 
その他金融資産：79 
投資・税金・その他：
59  
投資・税金・その他：
63 
     
総資産：1,342（十億） 
 
総資産：1,534（十億） 
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2.6  積極投資と買収・多岐に渡る事業領域 
 創業以来の好業績にあぐらをかいているだけでなく、成長著しい分野において新た
な機会を得るために積極的に投資を行う。IT 企業やヤフー社の事業拡大の歴史は、ま
さに買収や提携の歴史といっても過言ではない。  
 そのようにして連結対象になった会社の事業領域は多岐に渡り、非常に多くのサー
ビスが生まれる土壌が形成されている。自社で開発をすると時間も費用もかかってし
まうが、買収を繰り返すことで子会社のリソースを活用することができる。効率化の
追求と同時に事業の拡大を達成しながら、さまざまな生活課題の解決に努めてきた。  
 
表 3：主な連結子会社（2017年 6月現在） 
 
会社名  事業内容  
（株）IDC フロンティア  クラウド・データセンター  
アスクル（株）  オフィス用品販売・配送  
（株）イーブックイニシアティブジャパン  電子書籍・コンテンツの電子化  
（株）一休  ホテル・旅館・レストラン予約  
（株）カービュー  自動車・メディア  
（株）GYAO エンタメ・動画・広告  
（株）コマースニジュウイチ  EC サイト構築  
シナジーマーケティング（株）  クラウド・エージェント  
（株）ダイナティック  ホテル・旅館向け情報システム  
Techbase VietNam Company Limited Yahoo! JAPAN サービスの開発  
TRILL（株）  女性向け総合メディア  
（株）ネットラスト  オンライン決済  
バリューコマース（株）  広告・CRM 
パスレボ（株）  チケット販売  
ファーストサーバ（株）  レンタルサーバー・ドメイン名登録  
ワードリーフ（株）  インターネットメディア  
ワイジェイ FX（株）  FX 
ワイジェイカード（株）  クレジットカード  
YJ キャピタル（株）  ベンチャーキャピタル  
ワイズ・インシュアランス（株）  生命保険代理・損害保険代理  
ワイズ・スポーツ（株）  スポーツ情報  
 
（出所）表 3：ヤフー株式会社 IR 情報【1】企業情報をもとに作成  
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2.7  働き方改革を可能にする風土・新社屋 
ヤフー社が働き方改革を推進しやすい風土であるということには、これまで述べて
きたような様々な背景がある。  
まず、株主状況・資本構成からも他の外資法人と違い、アメリカ法人の影響はほぼ
皆無であり、ソフトバンク社・孫正義氏の影響の方が大きいということである。例え
ば、アメリカ法人とは業績や戦略において全くといっていいほど関係がなく、実際は
ソフトバンクグループの中核として日本独自の方針を打ち出すことができる。  
そして、ソフトバンク社は、常識に囚われない様々な改革を行ってきた企業である。
ゆえに、働き方改革に関しても、独自の斬新な取り組みに挑戦していくことができる。 
さらに、2012 年に始まった「爆速」改革において、新しい価値観のもとに会社全体
を、もう一度再スタートしようという気概がある。そしてそれは企業戦略だけでなく、
社員の働き方や福利厚生においても、これまでにはない他社にも真似できないような、
斬新な制度や仕組みを作り上げるという明確な意図がある。  
加えて、国内全体の働き方改革への機運の高まりは、ヤフー社にとっても追い風と
なっており、新しい働き方への取り組みを後押ししてくれるものとなっている。１つ
の取り組みが世間で話題になり、さらに別の取り組みが取り上げられることで、企業
として働き方改革の先陣を切っているというイメージの形成にも繋がっている。  
好業績であるというのも大きな要素である。サービス開始以来の 20 期連続増収を成
し遂げている中で、本業となる事業活動以外にも意識を向けることができるからだ。
約 6,000 億円という潤沢なキャッシュ・豊富な現預金を保有する中で、働き方や福利厚
生においても、様々な投資を行うことができる。  
その１つとして代表的なものが、本社移転に伴う新社屋である。2016 年９月、これ
まで長きに渡って本社の所在地であった六本木エリアを離れ、千代田区紀尾井町・東
京ガーデンテラス紀尾井町に移転を果たした。  
図 7：東京ガーデンテラス紀尾井町：ヤフー新社屋 
 
（出所）図 7：筆者撮影  
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「新たなインターネットの発信基地に！」と『Yahoo! JAPAN 全仕事』でも紹介さ
れているように【3】、コワーキングスペース・来客エリア・執務エリアには至る所に
創意工夫がなされている。  
最先端のオフィスビルに多くのフロアを有することで、好きなようにレイアウトを
変更しながら、新しい働き方に最適な空間を構築していく。当然ながら、業績の良い
状態でなければ入居自体も難しい。ICT 産業という括りで考えても、建物や設備とい
ったハード面において、十分な投資を行うことができる企業は自ずと限られてくる。  
図 8：コワーキングスペース：LODGE（ロッジ） 
 
図 9：執務エリア：机をジグザグに配置 
 
（出所）図 8：ヤフー社 LODGE【4】、図 9：ヤフー社オフィス紹介【5】より 
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2.8  働き方改革を具現化する施策・制度 
本研究のテーマとなる働き方改革を実現すべく、ヤフー社で実施されている代表的
な施策・制度について言及する。  
 
＜働く場所の自由度に関する施策・制度＞  
 
■どこでもオフィス【在宅ワーク・テレワーク】  
通称「どオフ」と呼ばれる、一種のテレワーク制度。しかし、働く場所を限定しな
い、文字通りに「どこでも自由」である。必ずしも自宅に限定されることもなく、従
来の在宅ワークよりも自由度は高い。カフェやホテルなど「サードプレイス」も可。
業務開始や終了の報告など、最低限の勤怠報告は必要であるが、基本的には自主性に
任される。育児や介護の必要性がある社員には重宝されている制度である。  
 
■LODGE（ロッジ）【コワーキング（協業）スペース】  
従業員だけでなく、社外一般の人も利用できる、開放的なコワーキング（協業）ス
ペース。外部の方も自由に入れるスペースを設けることで、異なる価値観と接し、刺
激を受けたり、Yahoo! JAPAN が持つ技術や情報、リレーションと社外の人を組み合
わせることで、イノベーションを生み出していくことを目指している。  
上記のように、『Yahoo! JAPAN 全仕事』で紹介されている。【3】  
 
■フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】  
机をジグザグに配置、固定席のない執務エリア。自分の机を決めないフリーアドレ
スにより、従業員同士のコミュニケーションや交流を促し、情報が行き交う「情報の
交差点」を作り、新しいアイデアが生み出しやすい環境を提供している。従業員は、
社内のどのフロアでも業務を行うことができる。  
上記のように、『Yahoo! JAPAN 全仕事』で紹介されている。【3】  
 
■シャッフルデイ【いつもとは違うフロアで働く】  
 先に挙げたフリーアドレス施策の一環。いつもとは違うフロアで働いてヒトと情報
が接する機会を増やし、新たな組み合わせで新しいものを生み出す、がコンセプト。
「出身地」や「入社年度」でフロアを分類など、毎月テーマやルールを決めて実施。  
 
＜そのほか多様な働き方を可能にする施策・制度＞  
■週休３日  
小学生以下の同居の子を養育する従業員や、家族の介護や看護が必要な従業員を対
象に、土日の休日に加え１週あたり１日の休暇を取得できる「えらべる勤務制度」を
導入。月単位で申請や変更（曜日変更、解除）が可能。例えば、学校の夏休みにあわ
せて８月のみ制度を利用するなど、より従業員の事情にあった働き方が実現できる。
なお、制度利用により取得した休暇分は無給。  
上記のように、マイナビニュースで紹介されている。【6】  
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■新卒採用廃止  
 「新卒一括採用」を廃止し、新卒、既卒、第二新卒など経歴に関わらず 30 歳以下の
方であれば応募できる「ポテンシャル採用」を新設し、通年採用を実施。これまでの
「新卒採用」と就業経験を重視する「中途採用」では、第二新卒や既卒などの方に対
して平等な採用選考機会を提供できないことに加え、昨今、海外留学生や博士号取得
者など就職活動の時期が多様化し、柔軟な採用の枠組みが必要との考えに基づく。  
上記のように、ヤフー社のプレスルーム・ニュースで紹介されている。【7】  
 
■１on１  
 週１回 30 分で行われる、上司と部下の面談。１on１によって、経験学習を加速させ、
「才能と情熱を解き放つ」ことで、社員一人ひとりの成長を促していく。ヤフーの人
事の責任者によって、2012 年から始まったもので、現在は他社でも参考にされている。  
通常の面談とは異なり、上司のための報告でも、連絡でも、相談でもなく、部下のた
めに行う面談である。上司はそこで部下の進捗を確認し、問題解決をサポートし、最
終的にはその部下の目標達成と成長の支援を行う。  
 上記のように、『ヤフーの１on１』で紹介されている。【8】  
 
■新幹線通勤  
 住む場所の選択を増やし相対的な暮らしやすさを実現すること、また介護で実家か
らの通勤を余儀なくされた場合などにも対応するため、新幹線通勤を導入。適用エリ
アは関東に限定されない。  
 
 
図 10：ヤフー社の働き方改革の制度 
 
 
 
（出所）図 10：ヤフー社の働き方改革制度をもとに作成  
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3．働き方改革の現状および実態  
 
3.1  経済社会の現状と働き方改革の意義   
近年、「働き方改革」を耳にする機会が圧倒的に増えた。企業や政府、人が主語に
なりながら、様々な場面でその重要性とともに語られている。  
安倍内閣において国を挙げての取り組みが行われており、政府による「働き方改革
実行計画」（平成 29 年３月 28 日：働き方改革実現会議決定）冒頭には、次のように
述べられている。【9】  
 
 
＜働く人の視点に立った働き方改革の意義＞ 
●経済社会の現状について 
 
４年間のアベノミクス（大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する
成長戦略）は、大きな成果を生み出した。名目  GDP は  47 兆円増加し、９％成長し
た。長らく言葉すら忘れられていたベースアップが４年連続で実現しつつある。有効
求人倍率は  25 年ぶりの高い水準となり、史上初めて  47 全ての都道府県で１倍を超
えた。正規雇用も一昨年増加に転じ、26 か月連続で前年を上回る勢いである。格差を
示す指標である相対的貧困率が足元で減少しており、特に調査開始以来一貫して増加
していた子供の相対的貧困率は初めて減少に転じた。日本経済はデフレ脱却が見えて
きており、実質賃金は増加傾向にある。  
他方、個人消費や設備投資といった民需は、持ち直しつつあるものの、足踏みがみら
れる。我が国の経済成長の隘路（あいろ）の根本には、少子高齢化、生産年齢人口減
少すなわち人口問題という構造的な問題に加え、イノベーションの欠如による生産性
向上の低迷、革新的技術への投資不足がある。日本経済の再生を実現するためには、
投資やイノベーションの促進を通じた付加価値生産性の向上と、労働参加率の向上を
図る必要がある。そのためには、誰もが生きがいを持って、その能力を最大限発揮で
きる社会を創ることが必要である。一億総活躍の明るい未来を切り拓くことができれ
ば、少子高齢化に伴う様々な課題も克服可能となる。家庭環境や事情は、人それぞれ
異なる。何かをやりたいと願っても、画一的な労働制度、保育や介護との両立困難な
ど様々な壁が立ちはだかる。こうした壁を一つひとつ取り除く。これが、一億総活躍
の国創りである。  
 
 
上記にあるとおり、経済状況は上向きになり景気は回復しつつも、取り組むべき様々
な課題が挙げられている。  
そこでは、少子高齢化による生産年齢人口の減少、イノベーションや革新的技術の
不足、生産性や労働参加率の向上の必要性が指摘されている。  
安倍内閣の提唱する「一億層活躍」の根幹を支える重要な政策として、「働き方改
革」は声高に訴えられている。  
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図 11：生産年齢人口の推移 
 
（出所）図 11：働き方改革実行計画・参考資料 p.1 より 
 
さらに、今後の取り組みにおける基本的考え方についても、「働き方改革実行計画」
概要の中で次のように述べられている。【9】  
 
 
＜働く人の視点に立った働き方改革の意義＞  
●基本的考え方について  
 
 • 日本経済再生に向けて、最大のチャレンジは働き方改革。働く人の視点に立って、
労働制度の抜本改革を行い、企業文化や風土も含めて変えようとするもの。働く方一
人ひとりが、より良い将来の展望を持ち得るようにする。 
• 働き方改革こそが、労働生産性を改善するための最良の手段。生産性向上の成果を
働く人に分配することで、賃金の上昇、需要の拡大を通じた成長を図る「成長と分配
の好循環」が構築される。社会問題であるとともに経済問題。 
• 雇用情勢が好転している今こそ、政労使が３本の矢となって一体となって取り組ん
でいくことが必要。これにより、人々が人生を豊かに生きていく、中間層が厚みを増
し、消費を押し上げ、より多くの方が心豊かな家庭を持てるようになる。 
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上記のように、働く人の視点に立ち働く人のためになるような、改革や取り組みを
行っていくことの重要性が指摘されている。  
労働生産性を改善していくためには働き方改革が必要不可欠であり、そのために企
業の文化や風土が変わっていかなければ明るい未来はない、といっても過言ではない。 
そして、働き方改革の文脈の中において、再三にわたりキーワードとして登場する
「生産性」は、本研究における最大のテーマである。 
 
 
 
 
3.2  鍵となる「生産性」の向上と実態 
 働き方改革の最大の目的である「生産性」の向上について、現在の日本の実態はど
のようなものであろうか。現状においてどのような懸念があるからこそ、安倍内閣は
国を挙げての働き方改革に取り組もうとしているのか。 
 
「働き方改革実行計画」【9】にある、日本の労働生産性の実態と他国との比較を見
てみると、わが国の生産性は他の先進国と比べて低いということが指摘されている。 
 
図 12：日本の労働生産性 
 
（出所）図 12：働き方改革実行計画・参考資料 p.6 より  
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 上記のグラフを見てもわかるように、一見すると同じように技術や経済が発展した
アメリカ・フランス・ドイツ・イギリスと比較してみても、日本の生産性が低いとい
うことは大変興味深いものである。  
 「技術大国・ニッポン」と言われる中で、進んだ技術や社会システムは労働生産性
の向上や労働時間の短縮に寄与しきれていないのだろうか。卓越したサービスや革新
的な事業とは裏腹に、人間生活にとって大切な何かを犠牲にしているのかもしれない。 
 
さらに、「働き方改革実行計画」【9】の中では、国際比較における労働生産性と総
労働時間の負の相関関係についても触れられている。 
 
図 13：労働生産性と労働時間の関係 
 
（出所）図 13：働き方改革実行計画・参考資料 p.7 より 
 
 上記のグラフを見てもわかるように、GDP がわが国より大きな国でも労働時間は短
いという関係が明らかにされている。  
 日本人のような真面目で勤勉な国民性は、国際社会の中で大きな尊敬のまなざしを
受ける、というのはこれまでは喜ぶべきことだったのかもしれない。しかし、図 13 の
グラフにあるような、フランスやドイツ、スイスやスウェーデンなどの国民のほうが、
ゆるくマイペースな生活を送り人生を謳歌しているとさえも感じられる。  
 日本人はその溢れる「おもてなし」精神を、今こそ外ではなく内に向けることで、
自らの働く環境を改善し、人としての尊厳を守っていくべきではないだろうか。  
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3.3  企業における働き方改革の現状 
国を挙げての働き方改革への意義や必要性を述べさせていただいたが、その根幹と
なる企業における働き方改革の現状に触れさせていただく。  
 Sansan 株式会社のビジネスパーソンを対象とした「働き方に関する意識・実態調査」
調査結果【10】によると、実に 83%の方々が働き方改革が必要であると感じている。  
 しかし、実際に働き方改革を実践している企業は 34%となっており、ほとんどの方
が必要性を感じている一方で、それに取り組んでいる企業は多くはないといえる。  
 個人として必要性を感じていても限界があり、企業が一丸となって制度を作り取り
組むことをしなければ、働き方改革の実現は難しいものだといえる。  
 
図 14：働き方改革の必要性 
 
 
図 15：働き方改革の実施状況 
 
（出所）図 14,15：Sansan 社「働き方に関する意識・実態調査」結果【10】をもとに作成  
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 そして、働き方改革の中身である実際の取り組み内容についても、大変に興味深い
ものとなっている。  
 Sansan 株式会社「働き方に関する意識・実態調査」調査結果【10】によると、取り
組みの大半が、残業時間の引き下げや業務時間管理の強化といった、労働時間の改善
やその対策となっている。他の項目を差し置いて高い数値を示しており、それらがい
かに重要な要素であるかがわかる。  
 以下、特徴的なものを見てみると、紙文書のデジタル化・モバイルデバイスの活用、
IT ソフトウェアの導入となっている。便利なツールやシステムが登場すればするほど、 
これらの項目への取り組みはますます広がっていくはずだ。  
 企業にとっては労働時間を適切に管理し業務の効率化を図ることで、残業代の減少
や無駄な経費の削減に繋げることができる。そういった企業の懐事情による背景も、
働き方改革の取り組み内容に大いに関係しているはずだ。  
 
図 16：働き方改革の取り組み内容 
（出所）図 16：Sansan 株式会社「働き方に関する意識・実態調査」調査結果【10】より  
 
 働き方改革とはすなわち、各々のライフスタイルに合わせて、どこまで会社が歩み
寄ることができるのか、に尽きるのではないだろうか。  
そしてそれは、ICT やモバイル端末、デジタル機器の活用を通じて、働く人たちの
「時間と場所からの解放」をいかに実現していくか、と言っても過言ではない。 
 技術の進歩により、これまでにはなかった、様々なワークスタイルが可能となって
いる。その中でも、最も代表的で広く普及している取り組みの現状を次節で取り上げ
させて頂く。 
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3.4  ICT の利活用とテレワーク 
ICT やモバイル端末、デジタル機器の活用を通じて、働く人たちの「時間と場所か
らの解放」を実現する働き方改革、その筆頭に挙げられているものが「テレワーク」
である。  
 総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」働き方改革と ICT 利活用【11】の中では、
テレワークについて以下のように述べられている。 
 
テレワークとは、ICT（情報通信技術）を活用して、時間と場所を有効に活用できる柔
軟な働き方のことである。我が国においては、同じ職場に出勤しチームで顔を合わせ
て働く働き方が中心となっているが、近年の女性活躍等を念頭に置いたダイバーシテ
ィ経営の考え方や働き方改革の気運の高まり等の要因により、テレワークに対する注
目が集まりつつある。 
 
働き方改革の中でも、各人の事情やライフスタイルに企業が最大限に配慮し、働き
やすい環境を実現していく。本研究においても＜働く場所の自由度＞に着目をするこ
とで、それがもたらす良い影響を紐解いていこうとしている。したがって、テレワー
クの普及状況やその効果についても本節にて着目する。 
 
総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」働き方改革と ICT 利活用【11】によると、
企業おける導入率は約 15%であるが、過去５年ほどの推移を見ても徐々に増えている。 
全体的な増加傾向の背景には、良い効果があると実感している企業が増えており、
テレワークを促進するような風土になってきているのではないだろうか。肌感覚とし
てもテレワークを耳にする機会が圧倒的に多くなり、社会的な風潮とともに導入する
企業がますます増えると予想される  
 
図 17：企業におけるテレワーク導入率 
 
（出所）図 17：総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」【11】p.177 より  
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 また、総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」働き方改革と ICT 利活用【11】によ
ると、働き方改革に取り組む目的は人手の確保や労働生産性の向上が、それぞれ 47%、
43%と約半数を占めている。（図 18） 
さらに、テレワークにより、変化したプライベートの時間を見てみると、家族とと
もに過ごす時間、育児・介護の時間、いずれも 30 分以上増加したという回答が約 80%
と、大半を占めている。（図 19） 
 これは 3.1、3.2 の国による「働き方実行計画」においても重要性を指摘されている、
生産年齢人口や生産性の内容と合致する。働き手が減少していくこれからの日本社会
の中で、選ばれたメンバーで質の高い仕事を効率的に行っていくことが求められる。 
 そして、育児や介護と仕事との両立が必要とされている中で、テレワークは非常に
効果的な働き方であるといっても過言ではない。何かを犠牲にすることなく、家族と
の時間を大切にしながらも仕事に邁進する、働く人のニーズと時代にあった新しい働
き方だといえる。 
図 18：働き方改革に取り組む目的 
 
（出所）図 18：総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」【11】p.177 より 
 
図 19：テレワーク利用で変化したプライベートの時間 
 
（出所）図 19：総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」【11】p.178 より 
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総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」働き方改革と ICT 利活用【11】によると、
従業員の規模別にみた企業におけるテレワークの取り組み状況は、人数が多いほど導
入されている。50 人以下企業と 300 人を超える企業では、それぞれ約３%、約 21%と
実に７倍近くの開きがある。（図 20） 
 これは私自身の実感としても、例えば大企業・上場企業であれば、費用含め環境面
でもテレワークなどを実行しやすい状況が整っているといえる。また、昨今の働き方
改革の社会的な風潮の中、他社も始めたから、他に習えといった取り組みを行いやす
い風土もあるのではないだろうか。 
一方で、中小企業やベンチャー企業といった規模においてもその取組みは既にあり、
それぞれの規模にあった創意工夫を伴ったやり方が求められていると感じる。 
 
図 20：企業におけるテレワークの取組状況（従業員規模別） 
 
（出所）図 20：総務省「平成 29 年度版 情報通信白書」【11】p.178 より 
 
 本研究における出発点として、第１章でも述べたように＜働く場所の自由度＞に関
わる制度に着目をしている。その中でも、「テレワーク」は最も主流であり多くの企
業で普及しているものだといえる。ヤフー社では「どこでもオフィス」など、企業に
よって呼び名は異なるものの、類似の施策や制度を整えることで働き方改革の大きな
役割を担っている。 
 上司の管理やマネジメント手法など、テレワークの難しさや課題もあるものの、大
小問わず今後ますます多くの組織で導入がなされていくはずだ。むしろ、育児や介護
と仕事との両立が叫ばれている中で、個人の状況に見合ったテレワークのような制度
がない企業では、従業員は懸命に働けなくなるといっても過言ではない。 
 「多様性」「ダイバーシティ」が重要視されている世の中において、働き方もまた
多様であり、働く人の数だけそのスタイルや方法があるべきものだといえる。本章に
て取り上げた、政府や官庁、企業の様々な調査結果から考えると、着実に働き方改革
の意識は高まっており、既に多くの組織でその取組みも始まっているという確信が得
られた。 
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４． 先行研究と概念・本研究の位置づけ 
 
4.1  関連する先行研究と概念   
 働き方改革に関連するものには、これまでも様々な先行研究や報告がなされてきた。
テーマとして多く取り上げられてきたものは、育児や介護と仕事との両立の必要性に
伴う、主にワークライフバランスや女性活躍推進に関連したものである。  
 
 
＜ワークライフバランスに関連するもの＞ 
 
●武石恵美子（2010）「ワーク・ライフ・バランス実現への課題: 国際比較調査からの示唆」
【12】 
 
 武石恵美子は上記の中で、ワークライフバランスの日本における始まりや位置づけ
を次のように述べ、問題提起している。 
 
 
仕事と生活の調和＝ワーク・ライフ・バランス（以下「WLB」という。）が日本で 
一般に認知されるようになったきっかけは、2007 年に策定された「仕事と生活の調和 
に関する憲章（以下「WLB 憲章」という。）」の策定である。本憲章が策定されたの 
は、仕事と生活の調和が図れないことに起因する様々な社会問題が顕在化したからに 
ほかならない。WLB 憲章において、社会的な背景を次のように指摘する。 
仕事と生活の両方の充実は人が生きる上で重要であるが、「安定した仕事に就けず、 
経済的に自立することができない、仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかねな 
い、仕事と子育てや老親の介護との両立に悩む、など仕事と生活の間で問題を抱える 
人が多く見られる」状況にある。これらの問題の背景には現状の働き方が深く根ざし 
ており、正社員とそれ以外の社員の間の処遇の二極化、共働き世帯の男女の働きにく 
さなど就業をめぐる問題として顕在化している。さらに、こうした働き方の現状が、 
少子化等の社会の構造的な問題にも影響を及ぼしていると認識されるようになってき 
た。 
 
上記のように、ワークライフバランスの概念が、我が国において普及したのは、約
10 年前にさかのぼり、WLB 憲章として定められたことにより、その重要度も高まった
たといえる。育児と介護と仕事との両立を行う必要性が高まり、政府の中でも問題に
真剣に向き合い、その解決が急務となってきたと推測される。 
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また、武石恵美子（2010）は、「ワーク・ライフ・バランス実現への課題: 国際比較調
査からの示唆」の中で、他国と比べたうえで、日本の働き方について次のように述べている。 
 
 
本稿では、我が国のワー-ク・ライフ・バランス（WLB）の現状及び課題を、「働き 
方」の視点からとらえ、企業の WLB 施策の実施、職場マネジメントと関係づけて分 
析を行った。働き方の柔軟化を進める欧州諸国との比較検討を行うこととし、具体的 
には、イギリス、オランダ、スウェーデンの ３ カ国を比較国として選定した。WLB の
議論を整理した上で、３ カ国と日本の働き方を比較した結果、日本は労働時間が長い
層への分布が多く、その男女間の格差が大きいこと、労働時間や就業場所の柔軟性が
低い実態が明らかになった。こうした働き方の実態が、企業の WLB 施策の実施や職場
マネジメントとどのように関連しているのかについて分析を行った結果、企業レベル
では休業制度や短時間勤務制度などの制度導入を重視する傾向があるが、従業員サイ
ドから見ると制度以上に職場の上司のマネジメントや互いに助けあう風土などが重要
であることが明らかになった。従業員の WLB 実現という観点から分析を進めた結果、
仕事量が多いことが一律に個人の WLB の実現を阻害するわけではなく、自律的に働
くことのできる柔軟性が確保されることで、WLB への満足度や職場のパフォーマンス
を高めることが示唆されている。特に日本では、職場のマネジメントを担う管理職層
の労働時間が一般社員に比べてかなり長い点に問題があり、労働時間管理の適用外で
ある管理職であっても、その働き方をモニタリングすることは重要な課題と考える。 
 
 
上記のように、欧州の３カ国と比較しても、我が国の働き方の柔軟性が低いと指摘
している。さらに、働き方改革の制度や、それを活用する社員側の状況だけでなく、
管理職である上司のマネジメントや労働時間に問題があると述べている。 
 企業における働き方がいくら柔軟になったとしても、部門やチーム単位で仕事をし
ている以上は、管理者と部下の関係に大きく影響していることは変わらない。 
新しい働き方が実際に行われている職場の雰囲気や寛容さ、そして上司や同僚のフ
ォロー体制がより重要になるはずである。 
さらに、管理職の労働時間が一般社員に比べて長いということが、ワークライフバ
ランスにおける課題であると指摘されている点も、非常に興味深いものである。 
働きやすさを謳っている組織において、仮に役職者が長時間労働を行っている場合、
その説得力は半減するといっても過言ではない。 
真の意味で働きやすい会社であるためには、部門やチーム全体で等しく働き方改革
の意識が浸透し、実行されていることが必要であるといえる。 
  
武石恵美子（2010）「ワーク・ライフ・バランス実現への課題: 国際比較調査からの示唆」
は、働き方改革についての複合的な要因が言及されている点においても、多くの示唆に
富むものであるといえる。 
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＜女性活躍推進に関連するもの＞  
 
 
●大湾秀雄（2017）「働き方改革と女性活躍支援における課題―人事経済学の視点か
ら  働き方改革と女性活躍支援における課題―人事経済学の視点から」【13】  
 
大湾秀雄は上記の中で、人事経済学の観点から働き方改革と女性活躍支援を捉え、
次のように述べている。  
 
 
女性の能力が十分に活用されていないのは、１  対 １、かつ“face-to-face”での対
応を前提とした業務プロセスの設計が、長時間労働に対する報酬を高めているからで
ある。長時間労働を通じた貢献が昇進やボーナス査定に影響を与えるため、多くの家
庭で、女性が家事育児をすべて請け負うという性別役割分業が最適となっていた。そ
れを背景に、専業主婦が増え、その後男女雇用均等法の成立で女性の就業機会が広が
ると、今度は結婚を選択しない女性や出産を遅らせる女性が増えて行った。女性の就
業率上昇と出生率上昇を同時に実現するためには、企業が積極的に働き方改革を行い、
男性も柔軟な働き方をしながら家事育児を負担できる環境を整えていく必要がある。
先行研究は、働く場所と時間を自分で決められるより柔軟な働き方と上司からの広範
な支援の存在は、生産性を下げずにワークライフバランスを改善するのに大きく役立
つことを示している。また、リモートワークや業務フローの改善で大幅な生産性上昇
をもたらすケースも散見されるようになった。こうした新しい組織イノベーションの
進展が、女性のエンパワメントを可能にし、更に日本の性別役割分業を支える堅固な
社会規範を変えていく原動力となるかもしれない。  
 
 
上記のように、女性活躍推進の観点から長時間労働の問題点を指摘し、それが結婚
出産の足かせとなっていると述べている。  
さらに、昨今、いわゆる「専業主夫」として男性側にも求められる家事育児にも触
れており、性別を超えた問題提起を行っている。  
 また、本研究のテーマでもある、働く場所を自由に決められる柔軟な働き方は生産
性にも役立つといったことを踏まえたうえで、テレワークや業務改善についても述べ
ている。 
 働き方改革を人事経済学の観点から考察し、女性の能力を上げ、選択肢を増やして
男性との役割を等しくすることが重要であると確認できた。そして、それを可能にし
ていくために必要な、新しい働き方を提唱している点において、示唆を得られた。 
 会社の枠や制度の議論を超えて、日本全体を巻き込んだ取組みが必要であり、そこ
に社会的な意義があると再認識した。 
 働き方改革・新しい働き方を研究対象とするのであれば、自社だけでなく他の企業
や組織、ひいては国全体に共通する問題意識として捉えていく必要がある。 
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＜テレワークと生産性に関連するもの＞  
 
 
●佐藤祥子（2016）「テレワーク導入に関する一考察  : 働き方と生産性向上の関連性
を探る」【14】  
 
また、近年、企業の働き方を見直すという社会的な流れの中で、テレワークと生産
性に関する研究も発表されている。  
 
 佐藤祥子は上記の中で、テレワークと生産性の関係について以下のように述べている。 
 
 
テレワークを活用している従業員は、「満足度」が高く、「生産性が向上」し、「テ
レワークを活用できる職場は魅力的」という結果が出た。これら３つの項目は相関関
係がある。  
 仕事別に見ると、①１人でする仕事はテレワーク、②コミュニケーションが複雑な
らばオフィスワーク、という結果になった。打ち合わせも簡単なものであれば実施す
ることが多いが、コミュニケーションの方法は組織によってさまざまである。また、
生産性向上に影響を与える因子は「クリエイティブワーク（アイデアや提案を出す仕
事）」である。  
 
 
上記のように、テレワークによる様々な良い影響を指摘し、それぞれに相関関係が
あると述べている。  
 また、私自身の研究テーマでもある、働く場所を自由に決められる新しい働き方は
生産性向上に繋がるといったことに加えて、佐藤祥子（2016）は「満足度」や「職場
は魅力的」である点においても言及している。 
 中でも、個人でする仕事がテレワークであり、生産性向上の因子として創造的な仕
事を挙げている点は興味深い。  
 
 本研究では、＜働く場所の自由度に関する制度＞から、在宅ワーク（テレワーク）、
コワーキング（協業）スペース、フリーアドレスといった、さらに対象を拡大した取
組みに着目する。  
また、集中できる、アイデアが湧く、創造性が高まる、リラックスできる、気分転
換になる、など様々な要素を考慮している。  
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＜オフィスデザインに関連するもの＞  
 
 
●篠田結衣（2015）「幸福の 4 因子を用いた強制連想法の開発とオフィスデザインへ
の活用」【15】  
 
さらに、直近においてはオフィス環境にまで言及した、新しい研究も出てきている。  
 
篠田結衣は上記の中で、オフィスデザインと幸福度の関係について以下のように述べ
ている。  
 
 
労働者がワークライフを重視し、価値観も多様となってきており、「柔軟な働き方」
が必要とされている。そのために、個々の条件に応じた「自由に」「いつでも」「ど
こでも」働ける環境を整備することが重要視されている。・・・・（略）・・・・・  
 日本はオフィスに限定されない、都市やネット空間を含めた働き方を模索する一方
で、働く場所が分散されたなかでも、企業の持っている精神を共有できる場としての
オフィスにも注目している。・・・・・・・・・・・（略）・・・・・・・・・・・  
 また、海外では「場」の力がイノベーションや知識創造につながることが議論され
てきた。そのため先の事例で紹介したように、オフィスも海外の企業は著しく進歩し
ている。しかし日本は、空間にヒエラルキーの構図を転換させるオフィスの方が主流
である。そして、オフィス内は縦割り型で集中管理型の場づくりが根強く残っており、
システムにのみ社員らの知識を共有するためのナレッジ・マネジメントシステムを導
入するといった動きが多い。システムの革新のみでなく、場の革新を行うことが日本
企業に求められている。  
 
 
オフィスのデザインが、モチベーションや幸福感に繋がってくるという観点は、働
き方改革においても重要なものだと考える。また、コワーキングスペースやフリーア
ドレスにおける、オフィス環境についても論じられており、興味深いものである。  
ヤフー社においても、フリーアドレスのために、部署ごとの区切りを廃止し、机を
ジグザグにならべたりするなど、創意工夫をしている。  
まさに、執務エリアをこれまでになかったような環境にすることで、生産性や創造
性に繋げていこうという考えのもとになされている。  
さらに、コワーキングスペースにおいても、机や椅子に関しては、デザイン性や機
能性のあるものが選ばれている。こちらも、仕事を行う上で、より作業効率や他者と
の繋がりが生まれやすいようにする意図がある。  
加えて、篠田結衣（2015）の幸福度とは異なるかもしれないが、そのようなオフィ
ス環境に対して、働く人たちも親しみが湧くということを示唆するものだと考える。  
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＜集中・創造的思考とノイズの関係について＞  
 
 
 本研究において、非常に新しい分野であり、まだ十分な研究がなされていなかった。
しかし、研究テーマと関連する概念として、参照したものに下記のものがある。  
 
 
●ダイヤモンド社ハーバード・ビジネス・レビューWeb 記事 2017 年 12 月 20 日【16】 
「コーヒーショップでは集中できるのに、オフィスではなぜ気が散ってしまうのか」  
 において、以下の興味深い研究における学説が紹介されている。  
 
●David Burkus（2017） Why You Can Focus in a Coffee Shop but Not in Your Open 
Office 【17】 
 
先の記事では、オーラル・ロバーツ大学のデイビッド・バーカスの研究に触れなが
ら次のように書かれている。  
 
 
だが最新の研究によると、私たちの集中力を削ぐのは音そのものではないようだ。
むしろ、音を誰が出しているかが重要らしい。実際には、オフィスでのある程度の話
し声は背景としてむしろ、創造的な仕事を助ける可能性がある。ただし、会話に引き
込まれるなどがないという条件付きではある。  
 クリエイティブな仕事のための理想の作業環境は、完全な無音ではなく、少しだけ
背景ノイズがあったほうがよい。うるさいコーヒーショップではよく集中できるのに、
うるさいオフィスではほとんど集中できない理由はこれなのだ。  
 
 
●Ravi Mehta, Rui (Juliet) Zhu and Amar Cheema（2012） 【18】 
Is Noise Always Bad? Exploring the Effects of Ambient Noise on Creative Cognition 
 
さらに、先の記事では、イリノイ大学アーバナシャンペーン校のラリー・メータを
はじめとする研究にも触れながら、次のように書かれている。  
 
 
適度なレベルの背景ノイズ（うるさすぎず、無音でもない）が、創造的思考能力を高
める可能性があるということだ。適度な背景ノイズは通常の思考パターンを壊し、そ
れゆえ想像力が自由にはばたく余地を与える。それでいて、集中することもできる。
この種の「気が散った集中」は、創造的な仕事に取り組むのに最適な状態のようだ。  
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●Luke Laverty（2016）The Sound of Creativity: Correlating Brainwave & Psychometric 
Changes with Workplace Acoustics 【19】 
 
そして、先の記事では、Luke Laverty（2016）をはじめとする研究にも触れながら、
オフィスで働くことの弊害について、次のように書かれている。  
 
 
問題は、オフィス内では周囲の会話につい引き込まれてしまったり、集中しようと
しても何かの邪魔が入ってしまったりすることかもしれない。事実、前述の脳波記録
装置を使った実験では、対面での交流や会話といった要因が、創造的プロセスに悪影
響を与えることがわかっている。対照的に、コワーキング・スペースやコーヒーショ
ップには、一定レベルの環境ノイズはあるが、邪魔な割り込みはない。  
 まとめると、仕事に集中できる理想の場所とは、ノイズのない空間ではなく、邪魔
の入らない空間だということだ。どれほど騒音があろうと、１人になれるスペースを
見つけられれば、それが重要な仕事を仕上げるための最善の策かもしれない。  
 
 
上記の、ダイヤモンド社ハーバード・ビジネス・レビューWeb 2017 年 12 月 20 日  
「コーヒーショップでは集中できるのに、オフィスではなぜ気が散ってしまうのか」
において紹介されている、デイビッド・バーカス（2017）、ラリー・メータ（2012）、
Luke Laverty（2016）の研究結果は、私自身のテーマである働く場所における生産性
にも関係している。少々騒がしくても、むしろそのほうが集中できるといった経験は
多く、その理由を理論的に提示してくれている点において、多くの示唆を得られる。  
 
オフィスはもちろんのこと、家やカフェなどといった、お気に入りの場所で仕事を
行うときには、誰もが生産性や効率を上げようと考えているはずである。  
そして、関係の深い要素である、集中できる、アイデアが湧く、創造性が高まる、
リラックスできる、気分転換になる、などの効果を無意識にも求めているといえる。  
 図書館や自習室での勉強のように、同じ目的を有する環境では、特にそのような効
果が発揮されていると感じている。  
 
 テレワーク、コワーキングスペース、フリーアドレスといった制度ごとに、どのよ
うな違いがあり、それぞれの効果はどのようなものなのであろうか。  
 さらに、流行のコワーキングスペース、フリーアドレスなどの制度は、企業側の意
図として、個人と個人を繋げ、他者からの良い影響を得るといったものも多分に含ま
れている。しかし、果たして、運営側の目的どおりに、生産性に対する良い影響がも
たらされているのだろうか。斬新だから評価されているというのではなく、働く人た
ちにとって真に有益なものとして、評価されるべきである。  
改めて、制度を評価するのは組織ではなく、それを活用する働く人たちであるとい
う原点に立ち返ることで、本研究の意義を確認しながら調査を実施する。  
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4.2  本研究の位置づけと新規性  
4.1 で挙げたように、ワークライフバランスや女性活躍推進、育児や介護と仕事との
両立の観点からの調査や研究は比較的多く見受けられる。  
しかし、＜働く場所の自由＞という特定の分野で括った施策や制度を対象として、
それをもとに生産性の向上を明らかにする点に関しては着目されていない。  
さらに、コワーキング（協業）スペースやフリーアドレス（固定席廃止）など、最
近になって登場した、非常に新しい取組みに関する研究もほとんど見当たらない。  
 
本研究の位置づけとして、働く場所に関する制度に着目し、それを横串とすること
で、様々な組織を対象に生産性への影響を検証するものとする。  
働き方改革を行っている企業において、3.4 で取り上げたテレワーク制度のように、
働く場所の自由度を上げる試みが非常に多い。  
ヤフー社という個別企業で行われている施策を出発点として、代表的な３つの制度
を対象とすることで研究対象に広がりを持たせることとした。（図 21）  
そうすることで、個別企業を超え、様々な組織で新しい働き方をしている人々が、
どのような意識で生産性に目を向けているのかを明らかにできると考えた。  
 
＜働く場所の自由度に関する施策・制度＞  
 
■どこでもオフィス・・・【在宅ワーク・テレワーク】  
■LODGE（ロッジ）・・  【コワーキング（協業）スペース】  
■フリーアドレス・・・・【固定席で仕事をする・しないの自由がある】  
 
→ヤフー社だけでなく汎用的なものに着目して調査対象を様々な組織に広げる。  
 
本研究における新規性として、働く場所の自由度に着目する。新しい働き方に繋が
る制度の中でも、仕事を行う場所に関するものが重要であると考えた。日々、場所を
変えて働く中で、新しい働き方は生産性にどのように繋がるかを感じる機会が多い。  
そして、私自身が人事経験や人材業界の経験はなく、実際に制度を「活用」してい
る立場だからこそ、新しい視点や意義があるものと信じている。  
また、働き方改革を推進する管理部門（人事・総務など）に限らず、営業活動を行
う事業部門（営業・企画など）の意見を多分に取り入れる。さらに特殊な状況の社員
（介護・育児・経営陣など）だけでなく、一般社員に向けて広くアプローチを行う。  
働く場所の自由度がどのように生産性に繋がるかを検証する。新しい働き方の「鍵」
となり、現場に密に関わる働く場所に焦点を当てることで、研究の汎用性と独自性を
高める。  
 
現在の「働き方改革」への機運の高まりは、社会全体を巻き込んだ大きな流れであ
る。世の中から注目されているということは、不完全さも踏まえたうえで可能性や示
唆に富むものであり、それ自体に意義があると信じている。  
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図 21：働く場所の自由度に関わる 3つの制度 
 
 
（出所）図 21：ヤフー社の働き方改革制度をもとに作成 
 
■在宅ワーク・テレワーク【ヤフー社では「どこでもオフィス」】  
通称「どオフ」と呼ばれる、一種のテレワーク制度。しかし、働く場所を限定しな
い、文字通りに「どこでも自由」である。必ずしも自宅に限定されることもなく、従
来の在宅ワークよりも自由度は高い。カフェやホテルなど「サードプレイス」も可。
業務開始や終了の報告など、最低限の勤怠報告は必要であるが、基本的には自主性に
任される。育児や介護の必要性がある社員には重宝されている制度である。  
 
■コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】  
従業員だけでなく、社外一般の人も利用できる、開放的なコワーキング（協業）ス
ペース。外部の方も自由に入れるスペースを設けることで、異なる価値観と接し、刺
激を受けたり、Yahoo! JAPAN が持つ技術や情報、リレーションと社外の人を組み合
わせることで、イノベーションを生み出していくことを目指している。  
上記のように、『Yahoo! JAPAN 全仕事』で紹介されている。【3】  
 
■フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】  
机をジグザグに配置、固定席のない執務エリア。自分の机を決めないフリーアドレ
スにより、従業員同士のコミュニケーションや交流を促し、情報が行き交う「情報の
交差点」を作り、新しいアイデアが生み出しやすい環境を提供している。従業員は、
社内のどのフロアでも業務を行うことができる。  
上記のように、『Yahoo! JAPAN 全仕事』で紹介されている。【3】 
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５．調査の概要と結果分析・仮説の検証 
 
5.1  検証する仮説の整理 
4.2 で取り上げたように、＜働く場所の自由度に関する施策・制度＞から、在宅ワー
ク（テレワーク）、コワーキング（協業）スペース、フリーアドレス３つに着目した。  
それぞれにおいて、複数の仮説を立て、生産性に繋がるかどうかの検証を行う。 
 
仮説  ◆計 15 本  
 
仮説 1  在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して 
 
仮説 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 1-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。 
仮説 1-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。 
 
 
仮説 2  コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して 
 
仮説 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-4 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。 
仮説 2-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。 
 
 
仮説 3  フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して 
 
仮説 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 3-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
仮説 3-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。 
仮説 3-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。  
仮説 3-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。  
 
上記、３つの制度に関連した計 15 本の仮説を立て、調査と分析による検証を行う。  
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5.2  アンケートによる調査・結果 
5.1 の仮説を検証するために、新しい働き方に関するアンケートを作成し調査を行っ
た。4.2 で述べたとおり、ヤフー社という個別企業で行われている施策を出発点として、
代表的な３つの制度を対象とすることで、調査対象に広がりを持たせることができた。 
 
20 代～50 代の世代に渡り、224 人の働く人たちを対象にアンケート調査を行った。 
仮説に基づく質問項目を作成し、選択肢としては５択にすることで答えやすくした。  
1：全くそう思わない～5：とてもそう思う 
 
 
図 22：働き方に関するアンケート 
 
 
 
 
（出所）図 22：筆者作成「働き方に関するアンケート」質問【20】より 
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【質問項目】  
 
質問 1  在宅ワーク・テレワークなど、勤務場所を固定しない制度について  
 
質問 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
質問 1-2 集中できる。 
質問 1-3 リラックスし、気分転換になる。  
 
 
質問 2  LODGE など、コワーキング（協業）スペースについて 
 
質問 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
質問 2-2 集中できる。  
質問 2-3 リラックスし、気分転換になる。  
質問 2-4 社外や一般の人から良い影響を得る。  
質問 2-5 普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得る。 
質問 2-6 知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。 
 
 
質問 3  社内のフリーアドレスなど、固定席のないオフィス環境について 
 
質問 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。 
質問 3-2 集中できる。 
質問 3-3 リラックスし、気分転換になる。  
質問 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得る。  
質問 3-5 普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得る。  
質問 3-6 知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。  
 
 
上記の質問項目の制度や効果は、ヤフー社に限らず、多くの組織において共通して
意識され、実施されているものである。  
ゆえに、224 人という多くの働く人たちにも関連性が高いものであり、有効回答数は
全ての項目において 100%に近いものであった。  
「働き方に関するアンケート」に積極的に回答をしていただけたことで、改めて有
意義なテーマであると確信を得ると同時に、社会全体としての意識の高まりを再認識
することができた。  
「働き方改革」は今がまさに旬なテーマであり、ここ２～３年で更なる新たな潮流
が生まれるはずだ。そのような分野を研究することの重要性を、本アンケートに向け
られた様々な反応から感じ取ることができる。  
私自身に近しい方々の反応もまた、世論や社会問題に通じるものがあるはずだ。  
37 
 
【回答結果】  
質問 1  在宅ワーク・テレワークなど、勤務場所を固定しない制度について  
図 23：在宅・テレワークについての回答 
 
 
（出所）図 23：筆者作成「働き方に関するアンケート」回答【20】をもとに作成  
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質問 1 在宅ワーク・テレワークなど、勤務場所を固定しない制度について、  
先に挙げた図 23 のグラフでも示されたように、下記のような回答結果が得られた。  
 
質問 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5： 49（22.6%）とてもそう思う  
4： 64（29.5%）  
3： 74（34.1%）どちらでもない  
2： 24（11.1%）  
1：  6（ 2.8%）全くそう思わない  
質問 1-2 集中できる。  
5： 72（32.9%）とてもそう思う  
4： 68（31.1%）  
3： 51（23.3%）どちらでもない  
2： 24（11.0%）  
1：  4（ 1.8%）全くそう思わない  
質問 1-3 リラックスし、気分転換になる。  
5：112（51.1%）とてもそう思う  
4： 80（36.5%）  
3： 23（10.5%）どちらでもない  
2：  3（ 1.4%）  
1：  1（ 0.5%）全くそう思わない  
 
質問 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（52.1%）、概ね
肯定的な反応が見られる。3：どちらでもないと答えた割合が最も高く（34.1%）、他
項目に比べると、やや中立的立場の人たちが多い。  
アイデアを生み出し創造性を発揮することには、やや効果的という状況かもしれない。 
 
質問 1-2 集中できる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（64.0%）、肯定
的な反応が多い。  
在宅ワークやテレワークを活用して、主に家で仕事を行う場合は、やはり集中できる
ことが多い。また、誰にも邪魔されない環境を選べるというメリットもある。  
 
質問 1-3 リラックスし、気分転換になる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせるとほぼ全ての割合であり（87.6%）、と
ても肯定的である。他項目に比べても、突出しているといえる。  
家やお気に入りの場所で仕事を行うことで、リラックスや気分転換ができる、と考え
る人たちが非常に多い。そのような場所においては、誰にも邪魔もされにくく、自ら
のモチベーションも高めやすいのかもしれない。  
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質問 2  LODGE など、コワーキング（協業）スペースについて  
 
図 24：コワーキング（協業）スペースについての回答  
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）図 24：筆者作成「働き方に関するアンケート」回答【20】をもとに作成  
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質問 2 LODGE など、コワーキング（協業）スペースについて、  
先に挙げた図 24 のグラフでも示されたように、下記のような回答結果が得られた。  
 
質問 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5： 51（22.8%）とてもそう思う  
4：100（44.6%）  
3： 55（24.6%）どちらでもない  
2： 12（ 5.4%）  
1：  6（ 2.7%）全くそう思わない  
質問 2-2 集中できる。  
5： 41（18.3%）とてもそう思う  
4： 68（30.4%）  
3： 75（33.5%）どちらでもない  
2： 29（12.9%）  
1： 11（ 4.9%）全くそう思わない  
質問 2-3 リラックスし、気分転換になる。  
5： 59（26.3%）とてもそう思う  
4： 83（37.1%）  
3： 54（24.1%）どちらでもない  
2： 20（ 8.9%）  
1：  8（ 3.6%）全くそう思わない  
質問 2-4 社外や一般の人から良い影響を得る。  
5： 52（23.2%）とてもそう思う  
4： 83（37.1%）  
3： 55（24.6%）どちらでもない  
2： 28（12.5%）  
1：  6（ 2.7%）全くそう思わない  
質問 2-5 普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
5： 65（29.0%）とてもそう思う  
4： 95（42.4%）  
3： 38（17.0%）どちらでもない  
2： 22（ 9.8%）  
1：  4（ 1.8%）全くそう思わない  
質問 2-6 知識・情報共有やアイデアを得て良い効果がある。  
5： 60（26.9%）とてもそう思う  
4： 97（43.5%）  
3： 43（19.3%）どちらでもない  
2： 19（ 8.5%）  
1：  4（ 1.8%）全くそう思わない  
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質問 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（67.4%）、肯定
的な反応が多い。  
流行のコワーキング（協業）スペースでは、アイデアを生み出し、創造性にも繋がり
やすい、と考える人たちが多いといえる。  
 
質問 2-2 集中できる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると約半数にのぼり（48.7%）、概ね肯定
的な反応が見られる。3：どちらでもないと答えた割合が最も高く（33.5%）、中立的
立場の人たちが多い。2：そう思わない・1：全くそう思わない、も他項目に比べると
比較的多く（17.8%）、否定的に捉える人たちも存在している。  
やはり、仕事を行う場所に他者がいる場合では、集中できないと考える人たちも多い。 
 
質問 2-3 リラックスし、気分転換になる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（63.4%）、肯定
的な反応が多い。  
普段と違う、コワーキング（協業）スペースで仕事を行うことで、リラックスや気分
転換ができる、と考える人たちが多い。他者の存在はさほど気にならないともいえる。 
 
質問 2-4 社外や一般の人から良い影響を得る。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（60.3%）、肯定
的な反応が多い。  
流行のコワーキング（協業）スペースでは、社外や一般の人から良い影響を得られる、
と考える人たちが多いといえる。運営側の目的はある程度は達成されている。  
 
質問 2-5 普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得る。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると７割にものぼり（71.4%）、かなり肯
定的な反応が見られる。  
普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得ることで、多くの人が自らの仕事
にも何かしらのメリットがあると感じているのではないか。働く人たちにとって、そ
のような場所になることが、コワーキングスペースの目的と合致しているといえる。  
 
質問 2-6 知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。 
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると７割にものぼり（70.4%）、かなり肯
定的な反応が見られる。  
何かしらの知識や情報の共有、アイデアを得ることで、多くの人が自らの仕事に良い
効果をもたらすと感じている。働く人たちにとって、自分の力だけではなく、他者か
ら様々な知恵を得ることが、より重要になってきているのかもしれない。  
 
アンケート回答結果から見ると、運営側の目的は概ね達成されているといえる。  
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質問 3 社内のフリーアドレスなど、固定席のないオフィス環境について  
 
図 25：フリーアドレス（固定席なし）についての回答  
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（出所）図 25：筆者作成「働き方に関するアンケート」回答【20】をもとに作成  
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質問 3 社内のフリーアドレスなど、固定席のないオフィス環境について、  
先に挙げた図 25 のグラフでも示されたように、下記のような回答結果が得られた。  
 
質問 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5： 42（18.8%）とてもそう思う  
4： 76（33.9%）  
3： 64（28.6%）どちらでもない  
2： 24（10.7%）  
1： 18（ 8.0%）全くそう思わない  
質問 3-2 集中できる。  
5： 32（14.3%）とてもそう思う  
4： 48（21.5%）  
3： 57（25.6%）どちらでもない  
2： 52（23.3%）  
1： 34（15.2%）全くそう思わない  
質問 3-3 リラックスし、気分転換になる。  
5： 49（22.1%）とてもそう思う  
4： 67（30.2%）  
3： 50（22.5%）どちらでもない  
2： 34（15.3%）  
1： 22（ 9.9%）全くそう思わない  
質問 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得る。  
5： 52（23.2%）とてもそう思う  
4： 93（41.5%）  
3： 41（18.3%）どちらでもない  
2： 24（10.7%）  
1： 14（ 6.3%）全くそう思わない  
質問 3-5 普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
5： 56（25.0%）とてもそう思う  
4： 92（41.1%）  
3： 40（17.9%）どちらでもない  
2： 25（11.2%）  
1： 11（ 4.9%）全くそう思わない  
質問 3-6 知識・情報共有やアイデアを得て良い効果がある。  
5： 52（23.3%）とてもそう思う  
4： 92（41.3%）  
3： 40（17.9%）どちらでもない  
2： 24（10.8%）  
1： 15（ 6.7%）全くそう思わない  
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質問 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（52.7%）、概ね
肯定的な反応が見られる。3：どちらでもないと答えた割合も高く（28.6%）、他項目
に比べると、やや中立的立場の人たちが多い。2：そう思わない・1：全くそう思わな
い、も他項目に比べると比較的多く（18.7%）、否定的に捉える人たちも存在している。  
 
質問 3-2 集中できる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせても約３割と低い（35.8%）。3：どちら
でもないと答えた割合が最も高く（25.6%）、中立的立場の人たちが多い。2：そう思
わない・1：全くそう思わない、も他項目に比べて非常に多く（38.5%）、否定的に捉
える人たちも存在している。否定派が肯定派を上回っており、賛否両論あるといえる。  
やはり、自席や固定席のない状況では、集中できないと考える人たちも多い。  
 
質問 3-3 リラックスし、気分転換になる。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（52.3%）、概ね
肯定的な反応が見られる。3：どちらでもないと答えた割合も高く（22.5%）、他項目
に比べると、やや中立的立場の人たちが多い。2：そう思わない・1：全くそう思わな
い、も他項目に比べると比較的多く（25.2%）、否定的に捉える人たちも存在している。  
毎日違った場所で仕事を行うことで、リラックスや気分転換ができる一方で、自席や
固定席のない状況では、やはり落ち着かないともいえる。  
 
質問 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得る。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（64.7%）、肯定
的な反応が多い。  
フリーアドレスなど、固定席で仕事をする・しないの自由があるオフィス環境では、
普段は関わりの少ない他の部署や違う職種の人たちから良い影響が期待できるようだ。 
 
質問 3-5 普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得る。  
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（66.1%）、肯定
的な反応が多い。  
普段、関わりのない人から新たな発見や気づきを得ることで、多くの人が自らの仕事
にも何かしらのメリットがあると感じているのではないか。働く人たちにとって、そ
のような環境になることが、フリーアドレスの目的と合致しているといえる。  
 
質問 3-6 知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。 
5：とてもそう思う・4：そう思う、を合わせると過半数を超えており（64.6%）、肯定
的な反応が多い。  
何かしらの知識や情報の共有、アイデアを得ることで、多くの人が自らの仕事に良い
効果をもたらすと感じている。部門やチームの垣根を超えて、社内の様々なメンバー
から知恵や情報を得ることが、重要になってきているのかもしれない。  
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5.3  重回帰分析を用いた検証  
 5.2 のアンケート調査結果をもとに、得られたデータを用いて重回帰分析を行う。  
また、分析を行うツールとして、IBM 社の統計解析ソフトウェア SPSS を活用する。  
アンケート項目でもあった、新しい働き方に関するそれぞれの要素が、生産性にどの
ように影響をしているかを検証していく。  
なお、検証すべき仮説は、5.1 で作成した下記の 15 本である。  
 
仮説 ◆計 15 本  
 
仮説 1  在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して  
 
仮説 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 1-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
仮説 1-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
 
 
仮説 2  コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して 
 
仮説 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。 
仮説 2-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-4 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 2-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。 
仮説 2-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。 
 
 
仮説 3  フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して  
 
仮説 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。 
仮説 3-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
仮説 3-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
仮説 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。 
仮説 3-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。  
仮説 3-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。  
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【分析方法】  
重回帰分析により、アンケート項目でもあった、新しい働き方に関するそれぞれの
要素が、生産性にどのように影響をしているかを検証していく。  
 それぞれの要素を独立変数とし、生産性の向上を従属変数とし、在宅ワーク（テレ
ワーク）、コワーキング（協業）スペース、フリーアドレスに分けて分析を行う。  
各分析に用いた、仮説をもとにした【独立変数】と【従属変数】は以下の通りである。  
 
 
仮説 1  在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
 
 
仮説 2  コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
社外や一般の人から良い影響を得る。  
普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
 
 
仮説 3  フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
他部署や違う職種の人から良い影響を得る。  
普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
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【分析結果】  
 
仮説 1  在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
 
上記、アンケート項目と仮説に基づく、新しい働き方に関するそれぞれの【独立変数】
が、【従属変数】としての生産性にどのように影響をしているかを検証した。  
その結果、下記のような分析結果が得られた。それぞれの独立変数が従属変数にどの
程度の影響を与えるかの指標となる「標準化係数」に着目し比較を行った。（図 26,27,28） 
また、仮説の信頼性に関連し偶然では起こりえない指標を示す「有意確率（有意水準）」
は、0.05（５%）を基準とした。  
 
図 26：在宅・テレワークにおける重回帰分析の結果 
 
図 27：在宅・テレワークにおける標準化係数の比較 
 
（出所）図 26,27：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
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図 28：在宅・テレワークのモデル図・各要素の生産性への影響 
 
 
 
（出所）図 28：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
 
 
 
仮説 1-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.192）、有意確率（0.002）  
標準化係数が 0.192 とある程度の影響を示している。また、有意確率も 0.002 と信頼性
がある。よって、本仮説は支持されたといえる。家やお気に入りの場所で仕事を行う
ことで、良いアイデアが生まれ、創造性も発揮され、生産性が向上するといえる。  
 
仮説 1-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.488）、有意確率（0.000）  
標準化係数が 0.488 と最も高い影響を示している。また、有意確率も 0.000 と信頼性も
非常に高い。よって、本仮説は支持されたといえる。家やお気に入りの場所で仕事を
行うことは、まず何よりも集中することができ、生産性が向上するといえる。  
在宅ワークやテレワークを活用して、主に家で仕事を行う場合は、やはり集中できる
ことが多い。また、誰にも邪魔されない環境を選べるというメリットもある。  
 
仮説 1-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
×不支持：標準化係数（0.094）、有意確率（0.096）  
標準化係数が 0.094 と影響は小さいといえる。また、有意確率も 0.096 と信頼性もやや
低い。よって、本仮説は不支持だといえる。家やお気に入りの場所で仕事を行うこと
は、リラックスでき、気分転換にはなるが、生産性が向上するとはいえない。  
アンケートでは 87.6%と最も高い賛成意見があったものの、生産性や効率は上がらな
いという結果になったことは非常に興味深い。誰にも邪魔もされにくい反面、仕事以
外のことを始めてしまったりと、逆に怠けてしまうのかもしれない。  
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仮説 2  コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
社外や一般の人から良い影響を得る。  
普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
 
上記、アンケート項目と仮説に基づく、新しい働き方に関するそれぞれの【独立変数】
が、【従属変数】としての生産性にどのように影響をしているかを検証した。  
その結果、下記のような分析結果が得られた。それぞれの独立変数が従属変数にどの
程度の影響を与えるかの指標となる「標準化係数」に着目し比較を行った。（図 29,30,31） 
また、仮説の信頼性に関連し偶然では起こりえない指標を示す「有意確率（有意水準）」
は、0.05（５%）を基準とした。  
 
図 29：コワーキングスペースにおける重回帰分析の結果 
 
図 30：コワーキングスペースにおける標準化係数の比較 
 
（出所）図 29,30：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
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図 31：コワーキングスペースのモデル図・各要素の生産性への影響 
 
 
 
 
（出所）図 31：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
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仮説 2-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.147）、有意確率（0.010）  
標準化係数が 0.147 とある程度の影響を示している。また、有意確率も 0.010 と信頼性
がある。よって、本仮説は支持されたといえる。コワーキングスペースで仕事を行う
ことで、良いアイデアが生まれ、創造性も発揮され、生産性が向上するといえる。  
 
仮説 2-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.574）、有意確率（0.000）  
標準化係数が 0.574 と最も高い影響を示している。また、有意確率も 0.000 と信頼性も
非常に高い。よって、本仮説は支持されたといえる。コワーキングスペースで仕事を
行うことは、まず何よりも集中することができ、生産性が向上するといえる。  
アンケートでは 33.5%と比較的多くの中立的な意見があったものの、生産性や効率は
上がるという結果となったことは非常に興味深い。図書館やカフェなど他者がいる場
所でも、同じ目的を有している場合は多少騒がしくても逆に集中できるともいえる。  
 
仮説 2-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.215）、有意確率（0.000）  
標準化係数が 0.215 とある程度の影響を示している。また、有意確率も 0.000 と信頼性
も非常に高い。よって、本仮説は支持されたといえる。コワーキングスペースで仕事
を行うことは、リラックスでき、気分転換にもなり、生産性が向上するといえる。  
 
仮説 2-4 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。  
×不支持：標準化係数（-0.051）、有意確率（0.437）  
標準化係数が-0.051 と影響は非常に小さい。また、有意確率も 0.437 と信頼性も低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。コワーキングスペースでは、社外や一般の人か
ら良い影響はあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
 
仮説 2-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。  
×不支持：標準化係数（-0.011）、有意確率（0.883）  
標準化係数が-0.011 と影響は小さい。また、有意確率も 0.883 と信頼性も非常に低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。普段、関わりのない人たちから新たな発見や気
づきを得ることはあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
 
仮説 2-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。  
×不支持：標準化係数（0.015）、有意確率（0.839）  
標準化係数が 0.015 と影響は小さい。また、有意確率も 0.839 と信頼性も非常に低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。コワーキングスペースでは、知識・情報の共有
やアイデアを得て良い効果はあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
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仮説 3  フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して  
 
【独立変数】アイデアが生まれ、創造性に繋がる。  
集中できる。  
リラックスし、気分転換になる。  
他部署や違う職種の人から良い影響を得る。  
普段、関わりのない人から発見や気づきを得る。  
知識・情報の共有やアイデアを得る、良い効果がある。  
 
【従属変数】生産性や効率が上がる。  
 
上記、アンケート項目と仮説に基づく、新しい働き方に関するそれぞれの【独立変数】
が、【従属変数】としての生産性にどのように影響をしているかを検証した。  
その結果、下記のような分析結果が得られた。それぞれの独立変数が従属変数にどの
程度の影響を与えるかの指標となる「標準化係数」に着目し比較を行った。（図 32,33,34） 
また、仮説の信頼性に関連し偶然では起こりえない指標を示す「有意確率（有意水準）」
は、0.05（５%）を基準とした。  
 
図 32：フリーアドレスにおける重回帰分析の結果 
 
図 33：フリーアドレスにおける標準化係数の比較 
 
（出所）図 32,33：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
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図 34：フリーアドレスのモデル図・各要素の生産性への影響 
 
 
 
 
（出所）図 34：SPSS ソフトウェアによる重回帰分析の結果をもとに作成  
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仮説 3-1 アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.323）、有意確率（0.000）  
標準化係数が 0.323 と高い影響を示している。また、有意確率も 0.000 と信頼性も非常
に高い。よって、本仮説は支持されたといえる。フリーアドレスで仕事を行うことで、
良いアイデアが生まれ、創造性も発揮され、生産性が向上するといえる。  
 
仮説 3-2 集中することができ、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.473）、有意確率（0.000）  
標準化係数が 0.473 と最も高い影響を示している。また、有意確率も 0.000 と信頼性も
非常に高い。よって、本仮説は支持されたといえる。フリーアドレスで仕事を行うこ
とは、まず何よりも集中することができ、生産性が向上するといえる。  
アンケートでは 25.6%と比較的多くの中立的な意見があったものの、生産性や効率は
上がるという結果となったことは非常に興味深い。固定席や自席がない状況でも、自
らが集中できる環境や一人になれる状況では、仕事効率も高まるともいえる。  
 
仮説 3-3 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性や効率が上がる。  
○支持：標準化係数（0.134）、有意確率（0.028）  
標準化係数が 0.134 とある程度の影響を示している。また、有意確率も 0.028 と信頼性
もある。よって、本仮説は支持されたといえる。フリーアドレスで仕事を行うことは、
リラックスでき、気分転換にもなり、生産性が向上するといえる。  
 
仮説 3-4 他部署や違う職種の人から良い影響を得ることで、生産性や効率が上がる。 
×不支持：標準化係数（-0.081）、有意確率（0.298）  
標準化係数が-0.081 と影響は非常に小さい。また、有意確率も 0.298 と信頼性も低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。フリーアドレスでは、他部署や違う職種の人か
ら良い影響はあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
 
仮説 3-5 普段、関わりのない人たちから新たな発見や気づきを得ることで、生産性や
効率が上がる。  
×不支持：標準化係数（-0.020）、有意確率（0.839）  
標準化係数が-0.020 と影響は小さい。また、有意確率も 0.839 と信頼性も非常に低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。普段、関わりのない人たちから新たな発見や気
づきを得ることはあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
 
仮説 3-6 知識・情報の共有やアイデアを得て良い効果があることで、生産性や効率が
上がる。  
×不支持：標準化係数（0.097）、有意確率（0.306）  
標準化係数が 0.097 と影響は比較的小さい。また、有意確率も 0.306 と信頼性も低い。
よって、本仮説は不支持だといえる。フリーアドレスでは、知識・情報の共有やアイ
デアを得て良い効果はあっても、生産性や効率は上がらないといえる。  
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調査の結果分析に基づいた、15 本の仮説の検証状況は下記のようになった。  
 
仮説 1  在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して  
 
仮説 1-1 ○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.192）、有意確率（0.002）  
仮説 1-2 ○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
標準化係数（0.488）、有意確率（0.000）  
仮説 1-3 ×不支持 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.094）、有意確率（0.096） 
 
仮説 2  コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して 
 
仮説 2-1 ○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.147）、有意確率（0.010）  
仮説 2-2 ○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
標準化係数（0.574）、有意確率（0.000）  
仮説 2-3 ○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.215）、有意確率（0.000）  
仮説 2-4 ×不支持 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性が上がる。  
標準化係数（-0.051）、有意確率（0.437）  
仮説 2-5 ×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。 
標準化係数（-0.011）、有意確率（0.883）  
仮説 2-6 ×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
標準化係数（0.015）、有意確率（0.839） 
 
仮説 3  フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して  
 
仮説 3-1 ○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.323）、有意確率（0.000）  
仮説 3-2 ○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
標準化係数（0.473）、有意確率（0.000）  
仮説 3-3 ○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
標準化係数（0.134）、有意確率（0.028） 
仮説 3-4 ×不支持   他部署や違う職種の人から良い影響を得て、生産性が上がる。  
標準化係数（-0.081）、有意確率（0.298）  
仮説 3-5 ×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。 
標準化係数（-0.020）、有意確率（0.839）  
仮説 3-6 ×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
標準化係数（0.097）、有意確率（0.306）  
58 
 
６．考察・結論 
 
6.1  検証結果に基づく考察 
調査の結果分析に基づいた 15 本の仮説の検証状況をもとに、働く場所に関する制度
（在宅ワーク、コワーキングスペース、フリーアドレス）が、生産性に繋がるかどう
かの考察を行う。  
 
【在宅ワーク（テレワーク）と生産性の考察】  
 
本研究における調査の結果分析に基づいた、仮説の検証状況は下記のようになった。 
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
×不支持 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
 
家やお気に入りの場所で仕事を行う最大の利点は、集中しやすいということである。
リラックスや気分転換の効果もあるが、実はそれは在宅ワークの負の側面でもあり、
仕事を脇において怠けてしまい、生産性や効率は上がらないといった懸念も出てくる。 
 ライフスタイルに合わせて働くことのできる最善の制度ではあることは確かであり、
適切な自己管理を行いながらモチベーションを高めて仕事を一気に片付けるといった、
有効な制度活用ができるはずである。  
加えて、育児や介護など、家族との関わりがうまくいくと、仕事にも好影響が得ら
れるといったように、生産性を超える価値も生まれている。  
 
また、筆者作成の「働き方に関するアンケート」【20】における回答を参照すると、
下記のように肯定的な反面、特に自宅では怠けるといった否定的な側面もあった。  
 
●積極的に検討すべき。長時間通勤・通勤混雑から解放され、家族と過ごしたり自己
啓発などに充てる時間が創出されたり、心の余裕に繋がったりと、メリットが大きい。  
●育児や介護などに携わる方が、仕事に従事できるようになると考える。働くことを
犠牲にせずに、または、家庭を犠牲にせずに業務に関われるようになるのでないか。  
●積極的に導入して生産性を高めるのと同時に、働き手を確保するべき。  
●介護や子育てなどライフスタイルに合わせて働きやすくなるために必要だと思う。  
●自宅は基本的にくつろぐ場所なので、安易に在宅ワークは認めるべきではない。と
はいえ、通勤に支障のあるワーカーもあることは事実なので、個別ケースを吟味して
在宅ワークやテレワークの導入を検討することが肝要である。  
●とても自制できないでサボりそう（自戒）。  
●集中力が必要な仕事は一人でテレワークした方が効率的だと思う。  
●育児中です。自宅に集中できる環境がないと効率性も半分くらいになってしまい  
テレワークは活用しない。  
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【コワーキング（協業）スペースと生産性の考察】  
 
本研究における調査の結果分析に基づいた、仮説の検証状況は下記のようになった。  
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
×不支持 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性が上がる。  
×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
 
コワーキングスペースで仕事を行う最大の利点は、集中しやすいということである。
そして、もともとは運営側も期待していた、社外や他人からの知識やアイデアを得る
ことは、期待はされているものの実態としては異なっているのかもしれない。すなわ
ち、他からの影響というよりは、あくまで個人としての創造性や生産性に向上に繋が
る効果があるともいえる。  
図書館や自習室での勉強のように、周囲にいる同じ目的の人たちの刺激を受ける、
といった部分が実際の効果に近いともいえる。個人としても集中して効率をあげるた
めにコワーキングスペースを活用しており、本来の会社の意図である他者との協調は
十分に実現されているとはいえない。  
流行りで終わるだけでなく、新しい働き方の基地となるために、生産性の効果測定
などを行い、真に求められる場所にしていく必要がある。  
 
また、筆者作成の「働き方に関するアンケート」【20】における回答を参照すると
下記のように個人の生産性や創造性、他者との関わりによる良い効果という肯定的な
反面、集中力の低下や情報管理やセキュリティ面に伴う懸念もあった。  
 
●機密情報・顧客情報の管理には課題があるものの、殺伐とした職場環境から解放さ
れることで、自由な発想が生まれやすい。会社という鳥籠の中ばかりにいては、発想
力・思考力が高まらない。  
●異業種の社員と関われるので、新たな刺激や思考が生まれる、人間関係が広がる。  
●社外の色々な特性の人がおり、話をしなくても同じ環境にいるだけで刺激を受ける。 
●場所を変えることで、得られるものは多くあるのではないか。自習室で論文を書く
のと、ゼミ室で何人かいる状態でやるのとの違いのイメージ（経験がないため）。  
●図書館で自習するイメージ？そこに集まる人と新たなコミュニケーションが生まれ、
個人の性格にもよるが、仕事にプラスな関係が出来る場所になるのは難しい気がする。 
●集中できる場所と、意見交換を主体とする場所と分けないと業務スタイル（集中型・
議論型）で効率が悪くなる。  
●普段知り合えない人と知り合える可能性があることはメリットだと思うが、集中し
たいときには不向きのように感じる  
60 
 
【フリーアドレス（固定席なし）と生産性の考察】  
 
本研究における調査の結果分析に基づいた、仮説の検証状況は下記のようになった。  
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。 
×不支持   他部署や違う職種の人から良い影響を得て、生産性が上がる。  
×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
 
 フリーアドレスで仕事を行う最大の利点は、集中しやすいということである。  
そして、当初は企業も期待していた、他部署や違う職種の人たちから情報やアイデア
を得るということは、まだ生産性には十分に繋がっていない。すなわち、普段関わり
のない人たちからの影響というよりは、あくまで個人としての生産性や創造性の向上
に効果があるといえる。  
 社内でお気に入りの場所を見つけて仕事を行うことで、モチベーションや集中力を
高めて、業務効率や生産性を上げる効果はある。一方で、毎日違う席に座るよりも、
使い慣れた自席や固定席で仕事を行うことのほうが落ち着くという人たちもいる。  
 フリーアドレスの環境にいながらも、結局、いつも同じ席で仕事を行っている状況
こそ、まさに他者からの影響よりも自分の集中や生産性を重要視しているといえる。  
 
また、筆者作成の「働き方に関するアンケート」【20】における回答を参照すると
下記のように個人の生産性や創造性、他者との関わりによる良い効果という肯定的な
反面、集中力の低下や情報管理やセキュリティ面に伴う懸念もあった。  
 
●他の部署の人がどういう課題を持っているのか、を知るにはよい制度だと考える。
また自身の課題に対して違う見方を知る機会になる可能性もあると考える。ただし、
フリーアドレスで常に人が固定される状況を避けるには工夫が必要である。  
●社内交流の機会が増え、知見が広がる良い制度である。  
●「好きなところに座って良い」と言っても、次第に席が固定されていくと思うので、
例えば「昨日とは違う席に座る」ことを基本とする運用があれば、実施の効果はある。  
●便利だと思う一方で、ここに行けば誰々がいる、という分かりやすさがなくなり、
メールや電話が増えている。  
●毎日居場所が変わり気持ちが落ち着かず、私物が置けないから不便で賛成出来ない。 
●導入の必要性はあまり感じない。同僚や上司の場所を探すのに効率が悪くなりそう。
●資料や機器など必要な環境があるので動くのは難しい。普段外回り仕事が多ければ、
帰ったときは落ち着いて自席で作業したい。  
●業務に関わる仲間が物理的に近くにいると、業務効率が上がる。マトリックス組織
やプロジェクトにおいては効果的なのではなかろうか。  
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6.2  研究のまとめ・結論  
 
 本研究における調査結果から、「新しい働き方は現場の生産性の向上に繋がる」と
いうことが結論づけられる。  
 はじめに、働き方改革は生産性や効率にどのような影響をもたらすのかを明らかに
することを研究の目的とした。  
 関連する先行研究や理論、調査結果から、ワークライフバランスや女性活躍推進、
育児や介護と仕事との両立の観点からの調査や研究は、比較的多く見受けられた。  
しかし、＜働く場所の自由度＞という特定の分野で括った施策や制度を対象として、
それをもとに生産性の向上を明らかにする点に関しては、まだ着目されていないこと
が分かった。さらに、コワーキング（協業）スペースやフリーアドレス（固定席の廃
止）など、新しい取組みに関する研究もほとんど見当たらなかった。  
 
そこで、ヤフー社という個別企業で行われている「働き方改革」を出発点として、
代表的な３つの制度を対象とすることで研究の対象に広がりを持たせることとした。
そうすることで、個別企業を超え、様々な組織で新しい働き方をしている人々が、ど
のような意識で生産性に目を向けているのかを明らかにできると考えた。  
働く場所の自由度に関する施策・制度から、在宅ワーク（テレワーク）、コワーキ
ング（協業）スペース、フリーアドレスの３つに着目し、下記の仮説を提出した。  
 
◆在宅ワーク（テレワーク）【ヤフー社では「どこでもオフィス」】に関して  
・アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
・集中することができ、生産性が上がる。  
・リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
 
◆コワーキング（協業）スペース【ヤフー社では「LODGE」】に関して 
・アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
・集中することができ、生産性が上がる。  
・リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
・社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性が上がる。  
・普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
・知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
 
◆フリーアドレス【固定席で仕事をする・しないの自由がある】に関して  
・アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
・集中することができ、生産性が上がる。  
・リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
・他部署や違う職種の人から良い影響を得て、生産性が上がる。  
・普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
・知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
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仮説を検証するため、20 代～50 代の世代に渡り、224 人の働く人たちを対象にアン
ケート調査を行った。働き方改革は、多くの人たちにも密接に関わるものであり、有
効回答数は全ての項目において 100%に近いものであった。  
「働き方に関するアンケート」に積極的に回答をしていただけたことで、改めて有
意義なテーマであると確信を得ると同時に、社会全体としての意識の高まりを再認識
することができた。  
 
そして、アンケート項目と仮説に基づく重回帰分析を行い、新しい働き方に関する
それぞれの要素が、生産性にどのように影響をしているかを検証した。  
それぞれの要素を独立変数とし、生産性の向上を従属変数とし、在宅ワーク（テレ
ワーク）、コワーキング（協業）スペース、フリーアドレスに分けて分析を行った。  
 
調査の結果分析に基づいた、15 本の仮説の検証状況は下記のようになった。  
 
◆在宅ワーク（テレワーク）に関する仮説  
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
×不支持 リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
 
◆コワーキング（協業）スペースに関する仮説  
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
×不支持 社外や一般の人から良い影響を得ることで、生産性が上がる。  
×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
 
◆フリーアドレス（固定席なし）に関する仮説  
 
○支持  アイデアが生まれ、創造性に繋がることで、生産性が上がる。  
○支持  集中することができ、生産性が上がる。  
○支持  リラックスし、気分転換にもなることで、生産性が上がる。  
×不支持   他部署や違う職種の人から良い影響を得て、生産性が上がる。  
×不支持 普段、関わりのない人から発見や気づきを得て、生産性が上がる。  
×不支持 知識・情報の共有やアイデアを得て、生産性が上がる。  
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すべての制度において、個人としては集中することが可能で、生産性や効率が向上
することが証明された。家やお気に入りの場所で仕事を行う最大の利点は、集中しや
すいということである。また、コワーキングスペースやフリーアドレスの環境でも、
やはり集中が可能で生産性が上がるということが明らかになった。  
 
しかし、当初は企業も期待していた、社外一般、他部署や違う職種の人たちから情
報やアイデアを得るということは、まだ生産性には十分に繋がっていないことも分か
った。すなわち、普段関わりのない他者からの影響というよりは、あくまで個人とし
ての生産性や創造性の向上に効果があるといえる。  
さらに、理論にもとづいた、図書館や自習室での勉強のように、周囲にいる同じ目
的の人たちの刺激を受ける、といった部分が実際の効果に近いともいえる。  
 
本研究における調査を通して、新しい働き方は個人の生産性の向上に繋がる可能性
が高いという結論を導くことができる。  
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6.3  今後の可能性・提言  
 本研究を踏まえたうえで、今後の応用可能性や提言について述べさせていただく。  
 
【今後の可能性・提言】  
 
 応用可能性として、まず、働く場所の自由度を高める制度の再定義が可能である。
本研究において、コワーキングスペースやフリーアドレスでは、他からの影響という
よりは、あくまで個人としての創造性や生産性に向上に繋がる効果があると判明した。
図書館や自習室での勉強のように、周囲にいる人たちの目的意識が近ければ近いほど、
良い刺激を受けて集中することができるといえる。  
  
他者との連携を推奨している企業や運営側に対して、気づきを与えることができる。
その上で、新たな活用方法を提言することも可能である。例えば「目的」別に区分け
したコワーキングスペースであれば、より人と繋がりやすいものになるのではないか。 
 さらに、フリーアドレスでも「入社年度」や「出身地」でフロアを分類して働くと
いっただけでなく、「アイデア創出」「企画書作成」「単純作業の効率化」などで執
務エリアを区切るといった、様々な目的に応じた活用を提言することができる。  
  
加えて、「コワーキングスペース白書」など、生産性に対する効果測定方法の確立
や成果の公開をして、企業や組織に新しい働き方の啓蒙を行うことも可能である。  
何かしらの尺度や指標をもとに、制度や場所の点数換算を行うことで、経験者による
評価を可視化することになり、これからの研究や調査の参照とすることも可能である。 
 
 研究結果をもとに総務部など管理部門に対して、働きやすいオフィス環境への投資
の重要性を提言する。テレワークの調査結果から、それでもオフィスで働きたいとい
う意見が多かった。よって、投資価値のあるものであると提案することができる。  
 
 また、研究結果を通じて、ゆるい繋がりと適度な距離感を意図的に生み出すことで、
人間関係や自発性への良い影響を指摘することができる。杉浦正和（2017）『入社 10
年分のリーダー学が３時間で学べる』【21】の中でも、「あえて放置」する放任型の
組織におけるチームの長所が指摘されている。  
私自身、ヤフー社にて一年近く新しい働き方をしているが、丸一日誰とも話さない
日が増えた。上司も含め近くに居ないことで、チームメンバーと会わずに退社するこ
とも日常茶飯事である。  
面白いことに、当初は想像していなかったことだが、たまに上司やメンバーと遭遇
すると、安心感がある。また、これまで以上に会議に積極的に臨むようになった。  
 すなわち、対面であることに価値が生まれることで、例えば、社内の行事において
も、メンバーが自発的に関わるような状況をつくりやすくなるのではないだろうか。  
新しい働き方を通じて、他人との接触頻度の調整によるストレス軽減など、企業内
うつ病対策にも通ずるメンタルヘルスへの活用も提言できる。  
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＜オフィス環境と制度は働き方改革の両輪＞  
 
テレワークの調査結果によると、それでもオフィスで働きたいという意見が多かった。
どこでも働くことが可能であれば、どのような場所で仕事をしてみたいかとの質問に対し
て、約４割がやはりオフィスで働いてみたいという回答が得られた。  
個人の日々の働きやすさにまで組織が「気を配る」「お世話をする」といったことが、
これからの時代には必要になってくる。その筆頭にあげられるオフィス環境は、実質的に
企業の PR も兼ねており、その先駆けとなる実践企業はメディアにも取り上げられること
で、そのイメージ向上に繋がっている。  
ゆえに、企業戦略の一環として、働きやすいオフィス環境への投資の重要性は、今後も
ますます高まっていくはずだ。実際にヤフー社では社長自らがオフィス改革推進の役割を
担っており、全社への意識付けを行っている。  
働く場所の自由が増えたとしても、家でもなくカフェでもなく、行く場所に戸惑う人た
ちも一定数の割合で存在している。そのような場合、やはり慣れ親しんだオフィスが集中
しやすい、と考える人も多いはずだ。  
したがって、オフィスの中にコワーキングスペースを設けることで景色を変えたりする
ことも有効である。いつもの環境に少しだけ創意工夫をすることで、働く場所を新鮮なも
のに切り替えることができる。  
そのような意味においては、オフィスはこれまでの設備や資産という考え方を超えて、
新しい働き方を検討している企業の明確な意思表示でもあり、メディアであるともいえる。
社内外に広くその環境が認知されることで、イメージの向上にも繋がり、人を集める機能
も果たすことになるはずだ。  
オフィス環境と制度は働き方改革の両輪であり、重要な企業戦略として位置づけられる。 
 
図 35：働いてみたい場所 
 
 
（出所）図 35：筆者作成「働き方に関するアンケート」より  
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6.4  今後の課題・研究の限界  
 本研究を踏まえ、現状における課題、研究の限界について述べさせていただく。  
 
【課題】  
 
 課題として挙げられるのは、まず、管理職により新しいマネジメント手法の確立で
ある。これまでは「社員は放っておくと怠ける」という性悪説の元、管理職は文字通
りの管理を行うことでリーダーシップを発揮してきた。  
だが、在宅ワークなど「メンバーを監視できない」状況で、評価時には純粋に彼ら
の成果で計るのか、どのようにビジョンを共有していくのか。働き方改革に伴い、管
理職もまた、これまでの価値観とは違う新しいマネジメントが必要となる。  
 また、メンバー同士においても、より質の高いコミュニケーションが求められる。
今までは固定席があり、周囲に決まったメンバーが居たために、挨拶にはじまり、世
間話や雑談など関係性を日々構築する機会は多かった。  
だが、偶然の出会いや社内外の連携を重要視する中で、状況の共有や話題の前提が少
ない中でも、相談を受けたり意見を求められたりすることが多くなる。世間話も雑談
もない状況で、いきなり本題に入る機会も多くなる。より相手の意を汲んだ効果的な
コミュニケーションが必要になってくる。  
 加えて、情報ツール（メールや電話など）の多用による、生産性や効率の低下が挙
げられる。対面であれば即座に解決する問題に関しても、それ相応の時間を要するこ
とになり、かえって生産性は低下してしまう。顔が見えないで、認識の齟齬や誤解が
生まれやすくなる。スティーブン  P.ロビンス『組織行動のマネジメント』（2009）【22】
にあるような「ノイズ」により、コミュニケーション効果が低減するという課題があ
る。  
 そして、全ての施策に共通して挙げられていたのが、機密情報・顧客情報の管理な
ど、情報セキュリティ面における課題である。人は動くことができ、制度も変えてい
くことができる。しかし、個人情報にも紐づく持ち物やロッカーなど、物理的に自由
に動かすことができないものも多い。  
働く場所の自由度を高めていくことに反比例して、セキュリティ面に対する安心・
安全は低くなっていく。モラルやマナー、情報管理に対する意識の向上に関して組織
全体として、これまで以上に取り組んでいく必要がある。  
  
最後に、生産性に対する効果測定などを行い、真に求められる場所にしていく必要
がある。特にコワーキングスペースやフリーアドレスなど、現時点においては個人と
して集中して効率をあげるために活用されており、本来の会社の意図である他者との
協調は十分に実現されているとはいえない。  
働く場所の自由度を高める新しい働き方を流行りで終わらせるのではなく、施策ご
とに効果測定を行っていく必要がある。  
人だけでなく、制度にも個性がある。真の意味で、人と制度の相性が合うことで、
組織への愛着が湧く。そのような場所には人が集まり、活性化が期待される。  
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【研究の限界】  
 
本研究の限界としては、現状において先進的な企業が限定的であるという点にある。
ヤフー社という個別企業で行われている施策を出発点として、代表的な３つの制度を
対象とすることで研究対象に広がりを持たせることとした。そうすることで、個別企
業を超え、様々な組織で新しい働き方をしている人々が、どのような意識で生産性に
目を向けているのかを明らかにできると考えた。  
 
しかしながら、実際に働き方改革に積極的に取り組んでおり、制度まで十分に整っ
ているという企業や組織は、国内を見渡してみてもまだ少ない状況である。  
逆説的ではあるが、本研究の対象として特定の企業に絞って調査をすればするほど、
働き方改革に真剣に取り組んでいる企業や組織は限られており、そこで働く人たちは
いかに恵まれた環境にあるかを実感することとなった。  
  
アンケート調査に協力いただいた方々の中にも、新しい働き方を実施したい、制度
を活用したい、と考えていても不可能な状況にあることがうかがえた。働く人の意識
は既に働き方改革にあったとしても、企業のリソースや風土、物理的な制約など様々
な阻害要因は確実に存在している。  
ゆえに、研究における考察や結論に関しても、あくまで新しい働き方が可能であり、
働く場所に関する制度が整っているという前提に立つ必要があった。  
 
 また、研究対象としての制度が新しいものであるがゆえに、導入してからある程度
の経過年数（10 年間など）における、効果測定が難しいといった側面があった。その
点においては、第４章にあるような先行研究や理論に関しても、合致するものや近し
いものが少ないという状況であった。  
  
働き方改革が、長期間に渡って定着した組織において、多くのサンプルを取って検
証することで、多岐にわたる考察も可能になるはずである。仮に、20 年間や 30 年間と
いったデータを集めることができれば、山一證券の破綻に代表される平成不況や、バ
ブル時代からの働き方と比較もできるかもしれない。  
  
在宅ワーク・テレワークが既に実施されている企業は以前からあるはずではあるが、
ここ５年くらいで普及が進み始めた状況である。ましてや、コワーキングスペースや
フリーアドレスなどの制度に関しては、最近になって導入が始まった取組みである。
そのような状況において、長期間に渡る生産性との関連を定量的に示すということの
難しさがあり、実際に実施している人たちの定性的な回答に頼る部分も大きかった。  
  
今後、世の中の大半の組織において、新たな働き方が可能になり定着することで、
研究の手法に広がりが生まれ、結果に伴う議論も活発になるはずだ。  
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